
宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

70.9 72.3 66.3 68.1 69.8

－ 65.5 66.3
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

77.5 78.0 78.5 ・妊婦健康診査事業 320,395,357

76.5 ・産婦健康診査事業 18,371,654

390 380 345 345 345

438 332 333

・乳幼児医療費助成事業 869,257,547

・乳幼児等定期予防接種事
業

843,913,097

・乳幼児任意予防接種事業 82,766,101

・乳幼児健康診査事業 60,325,857

・みやざき安心子育て包括
支援事業

2,549,565

・母子訪問事業 5,640,572

・新生児聴覚検査事業 19,673,626

・離乳食教室事業 873,000

・乳幼児発達相談事業 1,646,986

・小児慢性特定疾病支援事
業

172,432,045

　子育て支援の充実

■ 結婚・妊娠・出産・子育ての希望がかなうよう、個人の気持ちを後押しし、選択の幅を広げる取組を推進する。
■ 子どもたちに幸せの実感が得られるよう、家庭をはじめ、市民や地域の子育てや家事に対する認識を高め、子育ての時間を豊かにする。
■ 多様なライフスタイルや社会情勢の変化に柔軟に対応するため、保育環境の充実やスキルの高い保育士等の育成を図る。
■ 子どもたちが、その置かれた状況にかかわらず、将来への夢をもって成長できるようにする。
■ 学校や地域、ＮＰＯ、企業等の多様な主体との連携などにより、放課後等の支援体制を確保し、子どもが安心して過ごせる環境を充実する。
■ 子育て支援施設が有する情報を充実させ、関係機関との連携強化や一元的な対応により、子育て世代が利用したり、相談したりしやすい環境を整備する。
■ 幼少期から教育を通して、地域資源や社会資源を生かしたキャリア人材を育成し、地域への愛着や関心を高める。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

「子育てしやすい地域である」と思う人の割合
（％）

66.3
（Ｈ29）

市民意識調査 子育てに関する各種支援策が徐々に市民浸透し、利用されているものと推察する。
子育て
支援課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

結婚サポー
トや出産ケ
アの充実

○ 県等の関係機関と連
携するなど、結婚を希望
する独身者に出会いの場
を提供する。
○ 妊産婦健診の充実な
ど、安心して出産できる
環境を整備する。
○ 不妊に悩む夫婦に対
して、不妊治療に係る経
済的な支援を行う。

産婦健診受診
率（％）

－
親子保健
課調べ

1

医療機関との情報
共有、広報の活用
等で事業の周知を
行った。

・産後２週間と１か月に検診
を行い、健診結果から産後う
つを早期発見し支援につなげ
ている。

・年齢制限の新設、男性不妊
治療に対する助成の開始の周
知の徹底により、一定の申請
者があった。

・産婦健診の受診率向上と医
療機関との連携強化。

・不妊治療助成事業を含む不
妊治療に関する情報の発信、
医療機関との連携強化。

・産婦健診事業について医療
機関との連携を強化し、受診
率向上を図るとともに効果的
な健診を目指す。

・不妊治療助成事業について
医療機関への周知、ホーム
ページ等による不妊相談窓口
への案内等、広報に努める。

親子保
健課

特定不妊治療
費助成件数
（件）

332
（Ｈ28）

親子保健
課調べ

2

制度の周知が進ん
でいることから、
一定の目的治療数
であった。

・不妊治療支援事業 64,876,847

3

独身農業者の結婚を支援する
ため、出会いの場（男女交流
会）の提供と縁結びアドバイ
ザーによる結婚に向けた相談
活動を実施した。なお、縁結
びアドバイザーには交流会に
も出席してもらい、カップル
成立に向けたおせっかいを焼
いてもらった。

男女交流会については年に２
回開催し、男女計３９名の参
加があった。
第１回男女交流会：１月２０
日　参加者　男性１０名、女
性９名　カップル成立数２
組、成婚者なし
第２回男女交流会：３月１８
日　参加者　男性１０名、女
性１０名　カップル成立数６
組、成婚者なし

参加者男性は、仕事柄日頃女
性と話す機会が少ない方が多
く、交流会においても消極的
な男性が多い。そのため、縁
結びアドバイザーのおせっか
い活動を実施しているが、ア
ドバイザーを介した会話が多
くなってしまい、２人だけで
話す時間が少なくなる場合が
ある。

参加者数の目標を１回の男女
交流会あたり男女計３０名で
予定しているが、毎年参加者
数が目標に達していない状況
である。

縁結びアドバイザーの養成講
座を今後とも実施し、アドバ
イザー自身のスキルをあげて
もらう。

広報活動については、今年度
は婚活サイトＷＥＢ掲載にて
広報を行った。より集客力が
ある広報の方法を検討した
い。

・農業者パートナー等支援
事業

628,140
農業委
員会

乳幼児医療費
助成事業の継
続

継続

継続 継続 継続 継続 継続

親子保健
課調べ

4

乳幼児医療費の無
料化を継続して実
施した。

継続 継続 継続

母子保健相談
延べ支援件数
（件）

2,819
（Ｈ28）

320 320 3,000 3,000 3,000

親子保健
課調べ

5

７か所に母子保健
コーディネーター
を配置して２年目
となり、定着して
きた。

364 2,819 2,893

乳幼児等の
健康の保持
と増進

○ 子どもが早期に必要
な治療が受けられるよ
う、未就学児における医
療費の無料化を継続する
とともに、対象の拡大を
検討する。
○ 定期・任意予防接種
を充実し、感染症の発生
やまん延、発症時の重症
化を予防する。
○ 出産前後における必
要な知識や情報の提供の
ほか、地域の医療機関等
と連携し、乳幼児の健康
診査や保健指導等を実施
するとともに、母子の健
康や乳幼児の発達に関す
る相談対応及び情報提供
を行う。

・医療費の無料化により、乳
幼児の健全な発育の促進を図
り、子育て世帯の負担軽減と
子育て支援の充実を図った。

・妊娠期から育児期にかけて
切れ目のない支援体制を整え
た。

・適正受診の推進。併せて、
国に対し、国の責任において
子どもの医療費助成制度を創
設するよう求める。

・関係機関との連携強化。

・適正受診についての啓発に
努め、今後も医療費助成制度
を継続して実施することで、
乳幼児が早期受診できる環境
の維持と乳幼児の健全な発育
の促進を図る。

・子育て支援センターや民間
機関等とも連携しながら、き
め細やかな支援体制を整え
る。

親子保
健課

資料２－２

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　1 ①子育て支援の充実



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・私立保育所運営費 9,559,876,880

・認定こども園施設型給付
事業

5,742,292,560

・小規模保育事業等地域型
給付事業

255,856,740

・保育所等整備交付金事業
（待機児童解消加速化プラ
ン）（繰越含む）

732,167,000

・事業所内保育アドバイ
ザー派遣事業

0

・一時預かり事業（幼稚園
型）補助事業

70,052,741

・一時預かり事業費補助事
業

114,655,676

・延長保育促進事業 89,842,181

・夜間保育（延長部分）の
運営費加算補助補助事業

3,500,000

・病児保育事業 54,432,000

・保育士等確保のための処
遇改善補助事業

89,195,000

・障がい児保育事業費補助
事業

60,364,184

・保育教諭確保のための資
格併有促進事業

461,090

・認可外保育施設健康診断
補助事業

932,070

・認可外保育施設従事者研
修費補助事業

212,680

・宮崎市保育団体補助事業 5,000,000

・保育士再チャレンジ研修 ―

・保育士等確保・定着促進
事業

4,082,680

・幼稚園施設型給付事業 652,009,810

・私立幼稚園就園奨励費補
助事業

63,241,308

・多子世帯私立幼稚園入園
料助成事業

129,900

・私立幼稚園障がい幼児保
育事業

4,038,299

・私立幼稚園健康診断補助
事業

777,500

・宮崎市幼稚園協会補助事
業

4,800,000

8

児童発達支援センター等にお
いて、日常生活における基本
的な動作の指導、知識技術の
付与、集団生活への適応訓練
等の支援を実施した。
　29年度延べ利用者数実績見
込　1,811人（医療型を含
む）

・児童発達支援センターに利
用希望が集中し、全体として
まだ施設数が少ない。
・医療的なケアが必要な児童
を含む重症心身障がい児を受
入できる施設の不足。

・安定したサービス提供体制
を維持しながら、サービス提
供事業者等と連携を図る。
・重症心身障がい児や医療的
ケアの必要な障がい児が利用
できる体制整備を図る。

・障がい児通所支援事業
（児童発達支援ほか）

292,336,413
障がい
福祉課

0 0 0 0 0

64 28 56

潜在保育士の
再就職者数
（累計）
（人）

－

10 20 30

保育幼稚
園課調べ

7

国全体の「女性就
業率の向上」に関
する各施策の影響
で、「無就業状
態」の潜在保育士
は減少傾向であ
り、今後の見込み
の修正を要する。10

幼児教育・
保育サービ
スの提供

○ 保育ニーズの高い地
域における保育環境を整
備するほか、関係団体と
連携しながら、多様な就
労形態に応じた保育サー
ビスの充実を図るととも
に、保護者の保育に係る
経済的な負担の軽減、一
時的な保育の利用や特別
な支援が必要な子どもに
対応した保育環境づくり
に努める。
○ 保育士等の処遇改善
に向けて、多面的な支援
を行うとともに、関係団
体と連携した就職説明会
や研修等を開催し、保育
士等の人材確保や質の向
上を図る。

保育所等の待
機児童数（翌
年度4月1日現
在）（人）

28
（Ｈ28）

保育幼稚
園課調べ

6

施設整備等による
定員増や認定こど
も園への移行等を
行い、保育定員の
拡大を図ったが、
就学前児童数の減
少傾向の中でも、
保育ニーズは増加
した。
なお、待機児童数
の集計方法につい
て、平成３０年４
月１日現在の調査
分から宮崎市子ど
も・子育て支援プ
ランで設定してい
る教育・保育提供
区域の１４区域ご
とに集計するよう
に厚生労働省から
変更を求められた
（これまでの集計
方法の６区域で集
計した場合は４３
人となる。）。

・平成２８年度に引き続き、
定員増を図る保育所等への施
設整備補助と認可基準を満た
す認可外保育施設の認可等に
取り組み、保育の量の拡大を
図った。
・定員の増加のみでは待機児
童が解消されないことから、
平成２９年度新規事業として
「保育士等確保・定着促進事
業」を開始し、「移住保育
士」や「潜在保育士」の確保
促進に努めた。
・ひとり親や深夜勤務世帯の
保育体制を支援するため、認
可の夜間保育施設に対し、延
長部分の運営費加算補助を開
始した。
・平成３０年度から５年間の
公立保育所の運営計画の見直
しを行った。

・定員増を図った結果、弾力
運用の活用により、全ての申
請数に対応できる環境は整っ
たが、一方で、平成２８年度
中盤から、施設面積や定員で
はなく、保育士不足から受入
が困難となる状況が新たに発
生した。
・公立保育所における待機児
童数解消のための受入人数の
拡大が求められる中、待機児
童の受け皿機能を十分に果た
していない現状にある。ま
た、公立保育所のうち、２施
設については、老朽化が進ん
でいるため、建替えの検討を
行う必要がある。
・指導監査時などの施設状況
を確認する中では、保育士業
務の多忙さや責任の重さを感
じている職員も多く、給与面
についても、施設によってバ
ラツキがある。

・保育士の処遇改善について
は、平成２９年度において、
国のキャリアアップ加算の設
定や市独自の補助事業の実施
により、多くの施設でかなり
の改善が見られたが、元来、
私立保育所等の職員給与につ
いては、設立法人の理事会の
決定事項であり、行政から過
度な改善要求は困難な状況で
ある。今後とも指導監査等を
通じて、各法人（施設）に対
し、適切な処遇の実施につい
て必要な助言等を実施してい
く。（※労働基準法等に抵触
していない限り、改善命令等
は実施不可。）
・公立保育所を待機児童の受
け皿として機能させるため、
即効性のある保育士確保策を
検討し、取り組む。また、老
朽化の進む公立保育所のう
ち、待機児童の多い区域に位
置している小戸保育所につい
て、建替えを検討し、定員拡
大を図る。
・待機児童の発生要因が、
「保育定員の不足」から「保
育士の不足」に変化している
ことを踏まえ、保育料無料化
に係る国の動向も合わせて注
視しながら、検討を行ってい
く。

保育幼
稚園課

×

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　2 ①子育て支援の充実



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・地域と学校の連携による
教育活動支援事業

1,088,269

・児童クラブ運営事業 494,280,253

・きよたけ児童クラブ施設
指定管理料

14,359,502

・放課後子ども教室推進事
業

12,994,765

・ふるさと文化学習支援事
業

4,959,999

・いじめストップ推進事業 2,328,483

・不登校児童生徒対策事業 4,005,354

・小中学校スクールカウン
セリング等事業

5,458,985

・「地域とつながる」キャ
リア教育推進事業

2,508,104

・地域による学校評価推進
事業

1,091,700

・特別支援教育学びのサ
ポート総合事業

186,853,035

11

放課後において小学校児童の
受け入れを実施する私立認可
保育所等に対し、事業費の一
部を助成する。平成２９年度
は１９施設において補助事業
が行われた。

補助額は年間平均児童数が５
人以上の場合５０万円、３人
以上５人未満の場合２０万円
が上限で、人件費を十分賄え
る金額でないため、施設の自
主的な事業となっている。そ
のため、事業を実施する施設
がなかなか増加しない。

事業が放課後児童の安全の確
保の場として、また児童クラ
ブを補完する事業となってお
り、引き続き事業を推進して
いきたい。 ・地域活動事業費補助事業 9,200,000

保育幼
稚園課

・児童館・児童センターの
管理運営

151,669,630

・生き活き地域子育て活動
応援事業（児童館・児童セ
ンター分）

1,964,000

児童クラブの
待機児童数
（5月1日現
在）（人）

251
（Ｈ29）

518 411 251 242 200

生涯学習
課調べ

9

待機児童数の目標
値を達成できた。

学校の教室を活用して児童ク
ラブの定員枠を拡充し（５
校）、待機児童数を減らし
た。また、地域住民が運営す
る放課後子ども教室の実施
（２７校）、地域と学校の連
携を強化するための学校支援
コーディネーターの配置（６
校）により、地域住民の参画
のもと、安全・安心に過ごせ
る居場所を設け、子どもたち
が心豊かで健やかに育まれる
環境づくりを推進した。さら
に、文化や芸術などに秀でた
地域の人材を学校派遣（４２
校）し、子どもが地域に愛着
を持つ機会を創出した。

児童クラブの待機児童数が多
い学校では、児童数の増に伴
い教室が不足しており、児童
クラブとして利用可能な教室
の確保が困難となっている。
また、学校支援ボランティア
及び放課後子ども教室を運営
するコーディネーターの高齢
化・固定化が顕在化しつつあ
り、持続可能な体制づくりが
必要である。

児童クラブの待機児童を削減
するため、定員枠の拡充策と
利活用策を講じる。拡充策
は、小学校の少人数教室や特
別教室（家庭科室や図工室な
ど）を授業と共用するほか、
公共施設（中学校・公民館）
や民間施設の利用を推進す
る。利活用策は、登録児童の
未利用の曜日に待機児童を受
け入れるなどの手法を検討す
る。
学校支援コーディネーターと
連携し、ボランティアを担う
新たな人材を発掘する。
放課後子ども教室のコーディ
ネーターの人材を確保するた
め、処遇改善を図る。さら
に、地域自治区の各種まちづ
くり団体との連携など、地域
全体で子どもを育てる体制を
検討する。

生涯学
習課

326 328 251

「地域や社会
をよくするた
めに何をすべ
きかを考える
ことがある」
と回答した生
徒の割合
（％）

42.0
（Ｈ28）

40.0 42.0 42.5 43.0

学校教育
課調べ

10

市内中学２年を対
象にした職場体験
学習後のアンケー
ト調査において
「地域や社会をよ
くするために何を
すべきか考えるこ
とがある」と回答
した生徒の割合が
51.3％であった。

・全中学２年生を対象にした
職場体験学習の実施や、市内
３地区を指定した実践モデル
校の研究の推進。
・国や県の基本方針の改定を
ふまえ、宮崎市いじめ防止基
本方針を改定するとともに、
全小中学校へ配付し周知を
図った。
・小学校４年生全学級を対象
に、参加型のいじめ予防ワー
クショップの授業をＮＰＯに
委託し実施した。
・全小中学校の授業の中で、
いじめに関するポスター及び
標語を作成し、いじめ防止に
対する意識の向上に努めた。
また、優秀作品をポスターに
して、学校や公民館等に配付
し掲示することにより、いじ
め根絶の意識の啓発に努め
た。
・特別な教育的支援を必要と
する児童生徒について、個別
の相談やケース会議等への参
加を通して、学校や保護者へ
の支援を行った。

・地域と連携し、「みやざき
で働く魅力」を学ぶキャリア
教育を進めていく必要があ
る。
・いじめや不登校の未然防止
及び早期対応のために、児童
生徒が主体的に考え行動する
取組や相談等の取組を充実さ
せるとともに、自己有用感を
育む取組を推進する必要があ
る。
・特別な教育的支援を必要と
する児童生徒への理解を深
め、必要な配慮等について共
有し、組織的な取組を進めて
いく必要がある。

・地域資源を生かしたキャリ
ア教育を推進するために、市
内３地区において実践モデル
校の研究を継続する。
・各学校のいじめ防止の取組
を充実させ、児童生徒のいじ
め防止に対する意識を向上さ
せることにより、いじめの未
然防止を図る。
・不登校の未然防止や早期解
消を図るため、魅力ある学
校・学級づくりを推進する。
・特別な教育的支援を必要と
する児童生徒の支援計画の作
成や活用の目的を共有し、支
援に生かすとともに支援員等
による支援の充実を図る。

学校教
育課

42.0 51.3

12

児童厚生員の指導のもと、主
に乳幼児（保護者を含む）か
ら小学生を対象に、遊戯室や
図書室等を活用して、安全か
つ健全な遊び場を提供した。
・児童館(８か所)
・児童センター(９か所)

１７か所の児童館・児童セン
ターにおいて、地域の高齢者
の知恵や経験を盛り込んだ講
座や世代間交流を開催した。

施設、設備の老朽化が進み、
機能の低下等により、利用者
減が懸念される。

施設評価における経営の方向
性として、子育て支援の質の
更なる向上に努めるととも
に、平成３１年度までに、施
設の老朽化対策を勘案した骨
太施策を構築する。

子育て
支援課

学校教育・
放課後児童
対策の充実

○ 児童クラブの定員拡
大を図るほか、すべての
児童が利用できる放課後
子ども教室や児童館等の
運営に加え、地域の多様
な主体との連携により、
児童に安全で安心な放課
後等の居場所を確保し、
保護者の子育てを支援す
るとともに、子どもの育
ちを助ける。
○ 児童生徒の人間関係
づくりや居心地のよい学
級づくりを支援するとと
もに、いじめ問題への対
応に関する教職員の研修
会の開催、不登校の児童
生徒に対する相談や適応
指導を適切に行い、いじ
めや不登校の未然防止及
び早期の発見・対応を図
る。
○ 特別な教育的支援を
必要とする児童生徒に対
して、支援員を適切に配
置し、児童生徒の個性に
応じた学習指導を行うと
ともに、学校生活におけ
る安全面に配慮すること
で、学習環境の充実を図
る。
○ 小・中学校の教育課
程において、ＩＣＴの活
用をはじめ、地域や地元
産業等と連携し、体験学
習やキャリア教育等の充
実を図るとともに、新学
習指導要領に対応した外
国語教育を実施するな
ど、豊かな国際感覚を
もった児童生徒の育成に
努める。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

13

放課後等デイサービス事業所
において、就学児に、授業の
終了後又は学校の休業日に、
生活能力の向上のために必要
な訓練、社会との交流の促進
その他必要な支援を実施し
た。
　29年度延べ利用者数実績見
込　7,484人

・放課後児童クラブ等との役
割分担に留意し、質の向上と
支援内容の適正化。
・医療的なケアが必要な児童
を含む重症心身障がい児を受
入れできる施設の不足。

・安定したサービス提供体制
を維持しながら、サービス提
供事業者等と連携を図る。
・重症心身障がい児や医療的
ケアの必要な障がい児が利用
できる体制整備を図る。

・障がい児通所支援事業
（放課後等デイサービス）

1,072,156,550
障がい
福祉課

14

検証用タブレット等の機器を
平成２８年度に導入し、研究
員研究による検証を行った。

児童生徒の論理的思考力の高
まりが見られたが、その明確
な検証に至らなかった。
どのような教科・場面でタブ
レットＰＣの有用性を活かす
ことができるかを検証し、デ
ジタルとアナログそれぞれの
良さを活かす授業の構築をす
る必要がある。

前年までの成果･課題を基
に、平成３０年度も引き続き
研究員研究による研究・検証
を行う。

・タブレット導入事業 606,528

教育情
報研修
セン
ター

2,875 2,947 2,725 2,793 2,839

2,848 2,656 3,032

656 706 732
・ファミサポ多子・ひとり
親世帯支援事業

359,750

162,672 211,476 158,340 162,708 167,640
・子育て支援センターの管
理運営

61,471,097

137,372 140,265 138,559
・子育て支援サービス利用
支援事業（基本型）

347,208

1,428 1,608 2,100 2,196 2,304
・障がい児通所支援事業
（障がい児相談支援）

35,721,790

1,172 1,415 2,021
・宮崎市障がい者基幹相談
支援・虐待防止センター事
業（療育等支援事業）

8,466,400

19

総合発達支援センターにおい
て、在宅障がい児や保護者に
対して訪問や外来で助言・支
援を行い、健康診断等も実
施。また、児童発達支援事業
および障がい児保育所などの
職員に対し、療育に関する技
術的助言および支援を行っ
た。

発達障がい児等がなるべく早
い段階で支援につながるよ
う、適切な相談支援体制の整
備。

総合発達支援センターを拠点
として、保健・医療・福祉・
教育との連携を強化し、早期
相談・早期支援並びに療育体
制の充実に向けたシステムづ
くりに努める。 ・総合発達支援センター指

定管理料
391,261,721

親子保
健課

・子育て支援サービス利用
支援事業（特定型）

487,738

・跡江保育所子育て支援拠
点事業

2,937,423

ファミリー・
サポート・セ
ンターの活動
件数（件）

2,656
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

15

Ｈ２８実績より増
加しており、目標
値も達成してい
る。

・生き活き地域子育て活動
応援事業（ファミリー・サ
ポート・センター分）

1,836,000

ファミリー・
サポート・セ
ンターの援助
会員数（3月
31日現在）
（人）

598
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

16

目標値を達成して
いる。

656
・男女共同参画センター指
定管理料（ファミリー・サ
ポート・センター分）

9,600,000

地域子育て支
援センターの
延べ利用者数
（人）

140,265
（Ｈ28）

子育て支
援課調べ

17

目標値には達して
いないが、安定し
た利用者数で推移
している。 ×

障がい児相談
支援延べ利用
者数（人）

1,415
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ

18

目標値より下回っ
ているが、実績値
ベースでは、606人
の増加（2,021-
1,415）であり、目
標値ベースの増加
件数492人（2,100-
1,608）を上回り、
31年度の目標値に
向けて順調に推移
している。

・障がい児通所支援を利用す
る障がい児を対象として、障
がい児支援利用計画を作成
し、支給決定後のサービス事
業者等との連絡調整や一定期
間ごとの計画の見直し（モニ
タリング）を実施した。

・障がい児相談支援事業所の
増加及び相談支援専門員の資
質向上

・障がい児相談支援事業所の
増加及び相談支援専門員の資
質向上に取り組むとともに、
障がい者基幹相談支援セン
ターを中心とした相談支援体
制の更なる充実を図る。 障がい

福祉課

20

子育て中の親が育児相談等の
支援事業を活用することで、
育児への不安や悩み等が緩和
され、育児の負担感の軽減が
図られた。

子育て中の保護者が地域の中
で孤立し、子育てへの不安や
負担感が増大しないようにす
る必要がある。

宮崎市子ども・子育て支援プ
ランをもとに各種施策を着実
に実施していく。また、各種
施策等の情報が、子育て家庭
だけではなく、それを支える
地域住民等に対しても、幅広
く周知されるように努める。

保育幼
稚園課

子育て家庭
への生活支
援と相談機
能の充実

○ 乳幼児や小学生の児
童を有する子育て家庭の
育児を支援するため、地
域の会員同士で支え合う
ファミリー・サポート・
センター事業を推進す
る。
○ 地域子育て支援セン
ターの職員の専門性を高
め、情報の充実を図ると
ともに、保健所や保健セ
ンター等の関係機関との
連携を強化し、相談体制
を充実させる。
○ 総合発達支援セン
ターなど発達に障がいの
ある児童の受け入れ施設
の充実や、関係機関との
連携を強化し、早期療育
体制の強化に努めるとと
もに、早期相談や早期支
援において、重要な役割
を果たしている専門職員
に対し、研修の機会を提
供するなど、人材のスキ
ル向上を図る。
○ 子どもが、その置か
れた状況にかかわらず、
健やかに成長できるよ
う、学習支援や食事の提
供など、関係団体等によ
る居場所づくりの取組を
支援する。

・援助会員と依頼会員の支え
あい活動（子どもの送迎や一
時預かり等）を通して、子育
て家庭の育児支援および高齢
の援助会員の活躍の場の創出
を行なった。
育児援助者養成講習を５回
（うち高齢者対象２回）実施
した。
年度末時点の６５歳以上の援
助会員数は１７１人(前年度
比＋３５人)となった。

・市内35か所の地域子育て支
援センターで交流の場を提供
するとともに育児相談や各種
情報の提供を行なった。
子育て支援員研修を実施し、
職員の専門性向上に努めた。

・ファミリー・サポート・セ
ンター活動の更なる周知が必
要である。また、高齢の援助
会員が活動しやすい環境を整
える必要がある。

・子育て支援サービスを必要
とする世帯がより適切なサー
ビスや施設を選択するため、
関係機関との連携を図りつ
つ、身近な公共施設でのサ
ポートが必要である。

・ファミリー・サポート・セ
ンター活動の活性化に向け
て、援助活動場所の拡大や利
用時のウェブ活用など、さら
に利便性が高まる仕組みづく
りを検討する。

・子育て支援員が中心となっ
て、母子保健コーディネー
ターや保健センター等関係機
関との連携も図りながら、子
育て親子の孤立化を防ぎ、地
域で子育てを支援する取組み
を実施していく。

子育て
支援課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

44.0 46.0 53.5 55.0 56.0

45.4 52.3 53.5

66.9 67.7 56.9 59.9 62.9

－ 53.9 56.9

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可
に向けた

検討

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可

敷地造成
敷地造成
（建築着

工）

実施
（造成完
了）

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可
に向けた

検討

都市計画
決定及び
都市計画
事業認可

敷地造成

・共同利用型病院運営費補助
事業

22,896,650

・在宅当番医制業務委託事業 18,972,800

・夜間急病センター小児科管
理運営事業

13,302,479

・夜間急病センター管理運営
事業

177,371,999

・宮崎市夜間急病センター指
定管理料

255,725,000

・宮崎歯科福祉センター利子
補給事業（宮崎歯科福祉セン
ター運営補助事業）

22,015

・産科小児科等医療機関開設
及び継承支援事業

10,000,000

26.0 29.0 25.0 25.0 25.5

24.1 23.6 －

　医療・福祉の充実

■ 地域災害拠点病院である宮崎市郡医師会病院が十分な機能を発揮できるようにする。
■ 市民が安心して医療サービスを受けられるよう、医師や看護師等の人材の育成や確保を図り、安定した医療提供体制を構築する。
■ 介護ニーズに適切に対応するため、介護に係る人材の育成を図るととともに、有資格者の就業に向けた取組を促進する。
■ 地域資源を有効に活用するとともに、地域や高等教育機関等との連携により、予防に重点を置いた取組を推進する。
■ 医療、介護、予防、生活支援、住まいにかかわる多様な主体が連携して、高齢者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域包括ケアシステムを構築し、その取組を推進する。
■ 地域における医療や福祉の相談等の支援体制を確保するため、関係機関や公共施設等の機能の連携を強化するとともに、複合的な相談機能等の向上を図る。
■ 高齢者の地域や社会活動への参加に対して、インセンティブを働かせる取組を推進する。
■ 障がい者やその家族の地域生活における継続性を確保するとともに、障がい者の自立と社会参加を促進する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

医療サービスに満足している人の割合（％）
53.5

（Ｈ29）
市民意識調査 前年実績値を上回っている。

保健医
療課

「いつまでも在宅で生活したい」と思う人の割合
（％）

56.9
（Ｈ29）

市民意識調査 前年度より３ポイント上昇し、目標値に達している。
長寿支
援課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

高次医療
サービスの
提供

○ 宮崎市郡医師会病院
の宮崎西インターチェン
ジ周辺への移転を支援
し、地域の救急医療の中
核的な機能の向上を図る
とともに、災害時におけ
る救急患者の受け入れや
被災地の医療機関の支援
体制を確保する。

宮崎市郡医師
会病院の移転
支援の実施

－
企画政策
課調べ

21

平成２９年７月か
ら敷地造成工事に
着工している。

造成工事において、樹木を伐
採搬出し、切土・盛土を行い
ながら、軟弱地盤対策工事を
完了させた。

切れ目のない高次医療サービ
ス提供を支援するため、市郡
医師会病院の移転予定敷地に
係る造成の早期完成が求めら
れる。

病院建築の早期着工を目指し
て、工程に遅延が生じないよ
う建物建築部分の優先造成や
北側市道からの仮設道路の優
先築造等も視野に入れた適切
な進捗管理を行う。

・宮崎市郡医師会病院の移転
支援

企画政
策課

夜間急病セン
ター開設日数
（日）

365
（Ｈ28）

366 365 365 365 366

保健医療
課調べ

22

地域医療の安定的
な提供体制の維持
に努め、市民が安
心して必要な時に
良質かつ適切な医
療サービスを受け
られるよう、一年
を通した休日や夜
間における初期救
急医療を実施し
た。

366 365 365

特定健診受診
率（％）

23.6
（H28）

国保年金
課調べ

23

【Ｈ29実績値】
H30.10月確定予
定。

【Ｈ28実績値】
健診受託医療機関
に対し、通院者へ
健診の受診勧奨を
依頼するため訪問
等を行ったが、受
診率は前年度比0.5
ポイント低下し
た。(参考：H20
20.6％。年度によ
り増減有）

①特定健診・保健指導対象者
の拡大（35歳以上からの年齢
の引き下げ）
②医療機関へ定期受診者の健
診を説明訪問
③集団健診実施日数の拡大・
ネット申込開始(実施回数及
び土日実施増)
④健診未受診者への電話・ハ
ガキによる受診勧奨
（H29:ｺｰﾙｾﾝﾀｰ約7,000件）

国保医療費を圧迫する生活習
慣病の重症化予防を積極的に
取り組むため、特定健康診査
実施率向上に向けた一層の取
り組みが必要である。

・健診未受診者への受診勧奨
の更なる取組み。
・特定健診受診率向上の対策
を医師会等の関係機関等と協
議・検討する。
・特定健診受診後の魅力ある
特定保健指導を目指し、健診
の継続受診者増を図る。 ・特定健診・特定保健指導事

業
145,956,676

国保年
金課

地域医療
サービスの
確保

○ 県や関係団体等と連
携して、医師や看護師等
の育成と確保を図るとと
もに、地域医療の安定的
な提供体制を維持する取
組を推進する。
○ 宮崎市郡医師会等の
関係団体と連携して、在
宅当番医制や夜間急病セ
ンターの運営など、休
日・夜間における初期救
急医療体制や高次の救急
医療体制を確保する。
○ 市民の健康に対する
意識の向上や各種健
（検）診の受診を促進す
るとともに、地域ごとの
人口分布や社会資源の状
況などの地域診断をもと
に、地域の特性に応じた
保健事業を実施し、市民
の健康増進や生活習慣病
等の重症化予防を推進す
る。

・夜間や休日に発症した救急
患者の医療を確保するため、
各種救急医療事業を実施し
た。

・分娩を取り扱う医療機関や
小児科を主たる診療科とする
医療機関を将来にわたって確
保するため、産科・小児科を
開業・継承する際の支援を行
い、医師をバックアップする
体制の整備に取り組んだ。

・宮崎市郡医師会病院に併設
されている夜間急病センター
内科・外科及び県立宮崎病院
に併設されている夜間急病セ
ンター小児科について、医師
の高齢化や大学病院の医療体
制の再編等に伴い、深夜帯を
はじめ診療体制の継続が厳し
い状況にある。

・宮崎大学医学部や市郡医師
会、県などの関係機関と連携
を図りながら、医師の確保に
努め、夜間急病センターにお
ける初期救急医療体制の維
持・継続を図る。

・救急医療及び災害時医療体
制を将来にわたって持続可能
なものとするため、宮崎西イ
ンターチェンジ周辺防災支援
拠点へ市郡医師会病院をはじ
めとする三師会諸施設の移転
整備への支援を行うととも
に、関係機関と連携して協
議・検討を行う。

保健医
療課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・集団健康診査事業 72,019,374

・個別健康診査事業 232,260,574

・がん検診推進事業 9,527,156

・健康みやざきマイレージ事
業

3,603,163

・どこでもロコモ予防事業 1,418,760

・認知症カフェ等推進事業 1,143,864

・認知症初期集中支援チーム
推進事業

9,154,313

・認知症地域支援推進事業 10,341,419

・みんなで体操みんなで健幸
事業

19,396,207

・地域包括支援センター運営
事業

421,223,902

・生活支援体制整備等事業 16,843,604

・家族介護者交流事業 1,295,000

・認知症高齢者支援事業 1,248,532

・シニア応援ボランティア事
業

6,739,000

・生き活き地域活動応援事業 2,419,152

・地域ケア会議推進事業 672,439

・在宅医療・介護連携推進事
業

347,337

・地域包括ケアシステム啓発
事業

662,198

・認知症ネットワークケア推
進事業

618,400

・介護認定審査会共同運営事
業

58,017,920

・成年後見制度利用支援事業 10,169,485

・気づいて防ごう！脳力
チェック事業

349,294

胃がん、肺が
ん、大腸が
ん、子宮頸が
ん、乳がんの
５つのがん検
診の平均受診
率（％）

7.9
（Ｈ28）

9.0 10.0 11.0

健康支援
課調べ

24

平成２９年度は子
宮頸がん検診及び
乳がん検診の無料
クーポン券交付対
象年齢が縮小（国
庫補助対象者の変
更）されたこと、
また、大腸がん検
診が無料クーポン
券交付対象外とさ
れたことから、平
成２８年度と比較
すると、がん検診
の平均受診率（実
績値）が下がっ
た。

・各種のイベントやメディア
（広報、ＦＢ）を通じて健康
に関する情報提供や健(検)診
受診のＰＲに努めた。
・市のＨＰから健(検)診の申
込みができる体制を整えた。
・胃がん検診に胃内視鏡（カ
メラ）検査を導入した。
・がん検診の実施日に土日及
び夜間を加えた。
・第一生命株式会社と包括的
連携協定を締結し、歯科検診
の受診勧奨及び健康みやざき
マイレージ事業（検診や健康
づくりイベントへの参加者に
対し、特典を与える）の周知
活動を推進した。

・がん検診についての正しい
認識の普及啓発。
・各種のイベント等を通じて
健康に関する情報提供や保健
事業の啓発等を実施する必要
がある。
・市民が健康づくりに取り組
むための動機付けとなる有効
な施策について、多方面から
検討する。

・受診勧奨を兼ねて、医療機
関窓口等でがんに関するリー
フレットの配布を依頼する。
・引き続き健康みやざきマイ
レージ事業を推進し、市民一
人ひとりの健康に対する意識
向上や健康づくり活動を支援
する。
・健康寿命の延伸に効果が出
ている他自治体の取り組みを
研究する。
・地域や企業、団体等との連
携を強化し、市民が健康に対
する意識を向上させる社会・
生活環境の醸成を図る。

健康支
援課

×

7.7

25

地域診断等に基づき、各地区
の特性に応じた保健活動を展
開した。

市民が健康づくりに取り組む
ための動機付けとなる有効な
施策について、多方面から検
討する必要がある。

地域や企業、団体等との連携
を強化し、市民が健康に対す
る意識を向上させる社会・生
活環境の醸成を図る。

・地域に寄り添う保健活動展
開事業

1,340,369
医療介
護連携
課

地域ケア会議
の開催数
（回）

101
（Ｈ28）

78 82 86 90 90

介護保険
課調べ

26

会議の質を高める
ため、簡易に解決
できる案件を極力
取り扱わなかった
結果、会議数は
減った。しかしな
がら、関係機関が
連携して解決すべ
き課題を積極的に
取り扱い、地域全
体で課題解決する
意識が醸成される
など、質の高い会
議を開催すること
ができた。

103 101 59

自立支援型地
域ケア会議に
諮るケアプラ
ン件数（件）

－

12 144 192

介護保険
課調べ

27

平成３１年度の目
標を達成するため
に必要となる、一
定の専門性やノウ
ハウを習得するこ
とができたため。

10

全地域への生
活支援コー
ディネータ－
の配置数
（人）

13
（Ｈ28）

13 13 13 13 13

介護保険
課調べ

28

・第１層生活支援
コーディネーター
を１名配置（介護
保険課内）
・第２層生活支援
コーディネーター
を市内４ブロック
各所に３名配置。

9 13 13

認知症サポー
ター養成者数
（累計）
（人）

12,840
（Ｈ27～
Ｈ28）

1,594 4,094 19,840 26,840 33,840

介護保険
課調べ

29

・市内小学生を対
象とした認知症
キッズサポーター
の養成等の取組に
より、受講者数
は、順調に増加し
ている。

5,216 12,840 18,586

地域包括ケ
アシステム
の構築

○ 地域の医療や介護等
に関係する団体や機関が
情報を共有し、連携して
取り組める環境を整備す
ることで、在宅医療や介
護の一体的な提供を図る
とともに、認知症のケア
をはじめ、多様な生活支
援や介護予防サービス等
が利用できる仕組みを確
立する。
○ 高齢者の健康増進を
図るため、高等教育機関
と連携するなど、介護予
防に重点を置いた取組を
推進する。
○ 地域包括支援セン
ターが作成する要支援認
定者のケアプランについ
て、医療や介護に係る多
職種（薬剤師、管理栄養
士、作業療法士など）
や、サービス提供事業者
の参加のもと、自立や重
度化防止に向けたケアマ
ネジメントを検討する
「自立支援型地域ケア会
議」の取組を推進する。
○ 関係機関や関係団体
等と連携し、介護に係る
人材の育成や質の向上等
を図るとともに、人材の
確保や定着に向けた取組
を推進する。
○ 高齢者の福祉施設等
におけるボランティア活
動や地域における生活支
援の取組などを支援し、
高齢者の社会参加を促進
する。
○ 地域資源や特性を生
かし、高齢者向けの住宅
サービスと連携するな
ど、地域の活性化に寄与
するＣＣＲＣの取組を検
討する。

・地域ケア会議は、１８地域
自治区において、関係機関の
共通認識を醸成する取り組み
（規範的統合）を構築し、地
域レベルの案件を議論するな
ど、会議の質を高めることが
できた。

・自立支援型地域ケア会議
は、モデルとして１圏域を対
象とし、計５回（１０月～３
月）、会議を開催した。会議
には、薬剤師や管理栄養士、
作業療法士などの専門家が助
言者として参画し、ケアプラ
ンの作成能力が向上した。さ
らに、全１９圏域の地域包括
支援センター職員向けの自立
支援型マネジメントに関する
研修を実施するなど、宮崎市
および民間が、今後の取り組
みに必要となる、一定の専門
性やノウハウを習得すること
ができた。

・地域の困りごと等の課題解
決を図るため、関係者のネッ
トワーク化（協議体の設置）
に向けて地域団体の会議等に
参加し、関係団体への周知を
行った。住吉地域では、地域
包括支援センターと連携し、
第２層協議体の設置に向けて
関係者で準備を行った。

・企業や団体に加え、新たに
小学５年生を対象とした認知
症キッズサポーター養成講座
を実施したことにより、サ
ポーター数も増えてきてお
り、地域での認知症高齢者を
見守る体制づくりが少しずつ
できてきている。

・地域ケア会議は、規範的統
合を踏まえ、生活支援コー
ディネーター主導による開
催、さらに、自治会や民生委
員・児童委員、地区社協、地
域包括支援センターなどで構
成する協議体（第２層協議
体）を構築した上で、質の高
い会議の開催が必要である。

・自立支援型地域ケア会議
は、平成３０年度は５圏域に
対象を拡大し、さらに、平成
３１年度からは全１９圏域を
対象として開催する。このた
め、宮崎市および民間の専門
性やノウハウを迅速かつ的確
にレベルアップさせ、会議の
質を向上させる必要がある。

・関係者のネットワーク化
（第２層協議体の設置）の重
要性について、更なる周知を
行っていく必要がある。

・認知症高齢者は今後も増加
することが見込まれているこ
とから、継続的にサポーター
を養成し、地域で認知症高齢
者を見守れる体制の充実が必
要となる。

・地域ケア会議は、残り２地
域自治区において、規範的統
合を構築するとともに、地域
自治区において第２層協議体
を構築し、質の高い会議を開
催する。

・自立支援型地域ケア会議
は、市職員および地域包括支
援センター職員を自立支援型
ケア会議の先進自治体である
埼玉県和光市に派遣（２週間
～４週間程度）するととも
に、全圏域のセンター職員向
けの研修を実施するなど、行
政と民間が連携しながら、引
き続き、会議の質の向上に取
り組む。

・地域自治区ごとで関係者の
ネットワーク化（協議体の設
置）を目標とし、第２層生活
支援コーディネーターが主体
となり各地域自治区で協議体
設置に向けた会議等の取組を
行う。

・増加する高齢者及び認知症
高齢者を理解し支える人材を
育てていくため、一般市民を
対象とするだけでなく、小学
校段階からの継続的な認知症
への理解を深める取組みが必
要である。

介護保
険課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

30

児童館・児童センターやファ
ミリー・サポート・センター
みやざきと元気な高齢者をつ
なぐコーディネーターとし
て、「子育て支援担当職員」
が配置されており、その人件
費等を補助した。
各地区老人クラブ（市内２２
地区）や若手委員会への参加
呼びかけや児童館・児童セン
ターと近隣老人クラブとの
マッチングを図ることができ
た。

本事業に関心を持ちつつも、
老人クラブや地域の行事と重
なり、参加できない高齢者も
いたことから、事業実施に当
たっては早めの周知はもちろ
ん、老人クラブや各種団体と
互いに情報交換を行い、より
連携を強化していく必要があ
る。

老人クラブの行事予定につい
て児童館・児童センターや
ファミリー・サポート・セン
ターへ情報提供するなど、関
係機関との連携をより一層深
めていく。
また、平成３０年度は、赤江
地区（赤江・本郷）と住吉地
区（住吉・北）を重点地区と
して考えており、地区老人ク
ラブだけでなく、さらに細か
く単位老人クラブにも働きか
けていく。

・生き活き地域子育て活動応
援事業

1,890,000
長寿支
援課

31

高齢者向けの住宅サービスと
地域とのあり方について、包
括ケアシステムの構築の中
で、検討を継続している。

高齢者向けの多様な住宅サー
ビスが提供される中、高齢者
と地域社会との関わりを強化
していく必要がある。

高齢者向けの住宅サービスを
生活拠点とし、高齢者が地域
との関わりを持ちながら生活
を維持・継続できるよう、包
括ケアシステムの中での仕組
みを検討する。

◆ＣＣＲＣの取組の検討
企画政
策課

6,896 8,132 7,848 8,244 8,652
・地域活動支援センターⅢ型
事業

17,609,487

6,544 6,827 7,914
・障がい者総合支援福祉サー
ビス事務事業

10,104,309

3,573 3,737 3,984 4,183 4,392
・宮崎市障がい者基幹相談支
援・虐待防止センター事業

156,981,930

3,496 3,693 3,984 ・障がい福祉サービス事業 7,255,705,410

18,500 19,300 19,000 19,500 20,000
・障がい者就労事業所魅力
アップ応援事業

5,000,000

18,320 18,964 -

障がい者の
自立と社会
参加の促進

○ 障がい者に創作的活
動や生産活動の機会のほ
か、就労に向けた訓練等
のサービスを提供し、障
がい者の自立と社会参加
を促進する。
○ 障がい者基幹相談支
援・虐待防止センターを
拠点に、各種福祉サービ
スの相談や利用支援等を
行い、障がい児者とその
家族の地域生活を支援す
る。

障がい者相談
支援延べ利用
者数（人）

6,827
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ

32

実績値ベースで、
1,087人の増加
（7,914-6,827）で
あり、31年度の目
標値に向けて順調
に推移している。

・障がい福祉サービスとし
て、生活介護、自立訓練、就
労移行支援、就労継続支援等
のサービス提供を実施した。

・障がい者基幹相談支援・虐
待防止センターや地域活動支
援センターⅢ型等の運営を社
会福祉法人に委託し、各種福
祉サービスの相談や利用支援
等を行った。

・質の向上と利用ニーズに即
したサービスの提供や相談支
援体制の確保。

・安定したサービス提供体制
を維持しながら、サービス提
供事業者等と連携を図る。
・重症心身障がい児や医療的
ケアの必要な障がい児が利用
できる体制整備を図る。
・相談支援事業者と連携しな
がら、サービスの必要性や適
否等を勘案したうえで支給決
定を行う。
・障がい者基幹相談支援・虐
待防止センター等と連携し、
相談支援体制の充実を図る。 障がい

福祉課

障がい福祉
サービスの支
給決定者数
（4月1日現
在）（人）

3,984
（Ｈ29）

障がい福
祉課調べ

33

延べ支給決定者数
は、年々増加して
いる。

就労継続支援
Ｂ型事業所の
平均工賃額
（月額）
（円）

18,964
（Ｈ28）

障がい福
祉課調べ

34

H30.9確定予定

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

72.3 73.0 73.5

72.3

310 310 315

310

60.0 70.0

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

0 100 10 30 50 ・空き家等対策推進事業 5,919,838

0 0 7
・空き家等対策推進事業（ま
ちなか地域モデル事業）

2,637,915

36

・自治公民館長や自治会長向
けの手引きなどで制度の周知
を図っているが、相談及び補
助の実績はなかった。

・空き家バンクの登録物件は
６件（Ｈ30.3月末時点）ある
が、すべて売買物件であり、
自治公民館として賃貸借する
本事業の条件に合致しない。
　様々な条件（地元の合意形
成、物件選定、所有者との調
整など）が同時期に整う必要
があることなどから、これま
で数件の検討実績はあるもの
の、補助の活用には至ってい
ない。

・制度の周知に努めるととも
に、借家活用の意向がある自
治公民館組織に対し、継続的
なフォローを行ない、本制度
の活用が図られるよう努めて
いく。 ・空き家再生補助事業（自治

公民館改修）
0
地域コ
ミュニ
ティ課

　居住環境の充実

■ 空き家等の既存ストックの流通を促すとともに、地域振興など他の施策と連携した取組を推進する。
■ 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーへの取組などにより、環境負荷の少ない持続可能な社会の形成を図る。
■ 安定した消防体制を構築するとともに、地域防災のリーダーとなる人材を育成するなど、防災や減災に適切に対応できる環境を整備する。
■ ごみ減量やリサイクルに対する意識の向上を図るとともに、環境美化や河川浄化の取組を推進する。
■ 森林の保全を図るとともに、木材の多面的な活用を推進する。
■ 地域活動や市民活動を担う人材を育成するとともに、様々な活動団体等の連携を促進することで、自律性の高いコミュニティの形成を図る。
■ 各地域のまちづくりの方向性である地域魅力発信プランに即した取組を支援するとともに、地域資源を生かし、ビジネスの手法を用いて、課題の解決に向けた取組を促進する。
■ 関係機関や関係団体が連携して、移住希望者が求める情報提供や地域の魅力発信を行うとともに、移住後のフォローアップ等の支援体制を強化する。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

居住環境に満足している人の割合（％）
72.3

（Ｈ29）
市民意識調査

地域の防犯パトロール隊や青少年指導委員等による防犯活動を支援し地域防犯体制を確保するなど、安心安全なまちづ
くりの取組を推進した。また、宮崎市環境基本計画、宮崎市住宅マスタープラン等に基づき居住環境の向上に資する施
策を推進した。

生活安全課
環境保全課
環境業務課

廃棄物対策課
建築住宅課

協働で行われている事業の数（事業）
309

（Ｈ28）
文化・市民活動課調べ 計画策定に伴い、民間委員による会議やパブリックコメントを実施する取組が多かった。 文化・市民活動課

移住センターが関与した移住世帯の３年後の定着
率（％）

－ 企画政策課調べ 企画政策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

既存ストッ
クの有効活
用

○ 関係団体等と連携し
て、空き家物件の情報収
集や提供を行うほか、空
き家バンクを運営すると
ともに、地域振興に資す
る事業への空き家の活用
や、モデル地区を設定し
て、空き家の改修費や家
賃等に要する負担を軽減
するなど、中古住宅の流
通の促進を図る。

空き家バンク
登録件数（累
計）（件）

0
（Ｈ27～
Ｈ28）

建築住宅
課調べ

35

空き家等実態調査
（アンケート）に
おいてバンク登録
希望者１３３件の
うち１０７件に登
録案内を行った
が、未だ登録に
至った物件はな
い。
現在の登録物件は
中古住宅流通促進
のために登録して
いる既流通物件７
件である。

【空き家バンク】
・広報みやざきＨ29.8号掲載
・不動産関係団体との意見交
換会を実施
・不動産関係団体等の会合で
のバンク登録案内
・固定資産税納税通知用の封
筒にバンク広告を掲載予定
（資産税課と連携）
・全国版空き家バンクへの参
画

【空き家対策補助事業】
・青島モデル事業において、
家賃補助１４件、購入補助２
件、解体補助１件を執行し、
空き家の解消を図った。
・まちなかモデル事業におい
て、家賃補助１８件を執行
し、空き家の解消を図った。

①不動産仲介手数料は、売買
物件の価格に応じた額と定め
られているため、比較的安価
な空き家に対しては、不動産
業者が介入しにくい状況であ
り、業者の仲介を要件とする
バンク登録が進まない。

②管理状態が問題となる空き
家の多くは、相続・資力・所
有者の高齢化・接道関係・立
地条件など様々な問題を抱え
ており、所有者だけでの解決
は困難である。

③管理不全状態の空き家を売
買することは困難であるた
め、リフォームもしくは解体
のうえで流通させる必要があ
る。しかし、資力が不足して
いる所有者も多く、管理不全
空き家が増加する傾向にあ
る。

①②不動産取引関係団体等と
の連携を深めるとともに、新
たな連携団体を模索すること
で、バンクの登録を促進し相
談体制の充実を図る。

③空き家対策補助事業の効果
を検証し、事業の見直しを検
討する。

建築住
宅課

×

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

45,897 50,981 60,022 63,575 67,339

52,246 56,667 －

180 200 185 190 195

173 180 185

82.0 83.5 85.0 85.5 86.0
・地域防災リーダー育成強化
事業

387,000

83.6 84.8 86.2 ・防災・減災啓発事業 2,852,280

95 95 95
・大規模災害時備蓄品整備事
業

9,118,350

・避難場所等環境整備支援事
業

1,758,471

・総合防災訓練事業 1,179,171

96.0 96.0 95.2 95.5 96.0 ・非常備消防活動事業 274,132,336

94.5 95.1 96.1 ・広域消防運営事業 526,607,699

42

自主防災組織１０組織へ防災
資機材の交付を行った。
また、既存組織へも未交付の
防災資機材の交付を行い資機
材の充実を図った。

高齢化の進展や自治会活動へ
の意識の希薄さなどから、組
織によっては、自主防災活動
が停滞している組織が見受け
られる。

平成３０年度は、地域自治区
ごとの研修会などを開催し、
未結成自治会へは自主防災組
織の必要性を、また既存組織
へは「地域防災訓練の手引
書」などを活用した、不断の
訓練の重要性を啓発する。

・自主防災力向上対策事業 4,961,231
消防・
警防課

スマートシ
ティの取組
の推進

○ 気候の特性を生か
し、住宅用の太陽光発電
システムの設置に要する
費用の負担を軽減するな
ど、再生可能エネルギー
の有効な活用を図る。
○ 独自の環境マネジメ
ント規格に基づいて、環
境に配慮した活動を行う
事業者の環境マネジメン
トシステムの構築を支
援・認証することで、事
業者の自主的な環境保全
活動を推進する。

太陽光発電設
備導入容量
（10kW未満）
（3月31日現
在）（kW）

56,667
（Ｈ28)

資源エネ
ルギー庁
調べ

37

【H29実績】
・H30.10頃確定予
定
【H28実績】
・再生可能エネル
ギーの導入促進に
関する認識が高い
こともあり、目標
値を上回った。

・住宅用の太陽光発電システ
ム設置費の一部補助を行った
（H29年度補助件数はH30.5下
旬頃に確定予定）。

・太陽光以外の再生可能エネ
ルギーの活用について、検討
していく必要がある。

・県と再生可能エネルギーの
活用について検討するととも
に、先進自治体等の情報収集
を行い、新規事業化を目指
す。

・太陽エネルギー利用機器導
入促進事業

25,338,948
環境保
全課

みやざきエコ
アクション認
証登録事業者
数（累計）
（事業者）

180
（～Ｈ28）

環境保全
課調べ

38

・５社が新規認証
を受けた。

・８社を訪問し、事業の周知
と取組依頼を行い、そのうち
の２社が新規認証を受けた。
・Ｈ２９年度に訪問した8社
のうち、１社がＨ３０年度新
規に取組予定となっている。

・認証事業者の業種が、建設
業に集中（６３％）してい
る。

・Ｈ２９年度は、大手小売百
貨店と大手卸売事業所が新規
認証を受けた。これからも、
卸売・小売業をはじめ様々な
業種の事業者に対する新規認
証への取組を促していく。
・認証を受けることのメリッ
トに、ＣＳＲ（企業の社会的
責任）が大きいと感じ事業に
賛同してもらえるような周知
を図っていく。

・みやざきエコアクション認
証制度事業

1,359,538
環境保
全課

自主防災組織
の結成率（3
月31日現在）
（％）

84.8
（Ｈ28）

危機管理
課調べ

39

・自主防災組織の
新規結成が困難な
状況にある中、８
自治会で新規結成
された。

・地域防災コーディネーター
を中心に、自主防災組織の未
結成自治会に対して、新規結
成を働きかかけた。
・地域の防災リーダーを育成
するため、防災士の資格取得
のための費用の一部を助成す
るとともに、住民主体の避難
所運営訓練を主とした防災訓
練を実施した。
・食糧や飲料水をはじめ、災
害時に必要な資機材等の整備
を図るとともに、自治会等が
行う避難場所等の整備にかか
る費用の一部を補助し、避難
者等への支援体制の確保を
図った。

・自治会内の人的・物的な問
題から、自主防災組織の新規
結成を大きく増加させること
が困難な状況にある。
・新規の防災士資格取得者を
増やすとともに、助成を受け
た防災士の地域での活動を活
性化させる必要がある。
・非常食や飲料水が、備蓄計
画に掲げる目標数に達してい
ない。

・自主防災組織の新規結成に
ついては、地域防災コーディ
ネーターを中心に、引き続
き、未結成自治会に対して粘
り強く結成を促していく。
・助成を受けた防災士が地域
で活動しやすい環境整備を図
るとともに、地域での活動が
期待できる人を防災士として
育成する仕組みを構築する。
・宮崎市備蓄基本計画に従
い、年次的に必要な物資等の
整備を進める。

危機管
理課

市の登録料の
助成を受けた
防災士の数
（人）

83
（Ｈ28）

危機管理
課調べ

40

・防災士の資格取
得者は多いが、市
からの助成を受け
る方が少なくなっ
てきている。

×

75

消防団員充足
率（翌年度4
月1日現在）
（％）

95.1
（Ｈ28）

消防局総
務課調べ

41

目標値を達成して
いる。今後も消防
団員の確保、装備
等の充実に努め
る。

・消防団員確保対策として、
消防団音楽隊やラッパ隊、女
性団員によるＰＲ活動を行っ
た。
・常備消防と消防団との合同
訓練を実施し、災害対応力の
向上を図った。
・２町との広域連絡会議の開
催や合同訓練により、連携強
化を図った。

・在勤者や通学者等の加入促
進に向け、実効性の高い取り
組みを推進するとともに、効
果的な周知方法を検討し、消
防団員の確保を図る必要があ
る。
・時代に即した実行性のある
訓練を継続的に実施していく
必要がある。

・広報紙、消防団キャラク
ター等を活用し、消防団の知
名度・イメージアップを図
る。
・「消防団協力事業所表示制
度」、「学生消防団活動認証
制度」をＰＲし団員の確保を
図る。
・「大規模災害団員制度」の
導入を検討する。
・大規模災害時を想定した常
備消防との合同訓練を行うこ
とにより、消防団員の災害対
応力の向上を目指す。

消防・
総務課

防災対策の
推進

○ 地域防災リーダーを
育成し、防災訓練を実施
するなど、市民の防災意
識を高めるとともに、消
防団組織の充実強化を図
るほか、災害時における
備蓄品の配備や自主防災
組織に必要な資機材を整
備し、地域における避難
路や避難場所等の環境整
備を支援するなど、災害
時における避難者等への
支援体制を確保する。
○ 警防、予防、救急、
救助等の各分野の充実を
図り、適切に広域消防を
運営するとともに、資機
材等を計画的に整備・更
新し、広域消防体制の強
化を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

983 983 967 964 962 ・ごみ減量啓発事業 2,192,375

・家庭系生ごみ減量促進事業 3,335,246

・資源物集団回収推進事業 5,290,081

100 100 100 100 100 ・こども５Ｒ学習事業 2,056,242

100 100 100 ・河川浄化対策事業 3,849,686

・水質汚濁防止対策事業 2,824,462

15 35 55 75 100

16 28 37

170 170 113 145 170

172 123 137

340 340 309 309 340

418 309 295

48

・エコクリーンプラザみやざ
きに搬入されたごみは、リサ
イクル施設で資源物の分別回
収を行い、リサイクル可能な
ものについては適正にリサイ
クルを行った。
・また、環境学習施設を活用
し、一般来館者や小中学生を
対象とした環境学習、啓発活
動に取り組んだ。

・（公財）宮崎県整備公社の
解散に伴って、平成３３年度
より本市がエコクリーンプラ
ザみやざきの運営主体となる
ことから、多岐にわたる業務
の円滑な引継ぎが課題であ
る。

・現在の運営委託業務に関し
て、今後も継続して適正なご
み処理および環境学習啓発が
行えるよう施設の維持管理を
行っていく。
・平成３３年度以降の新運営
体制の構築に際しては、適正
な一般廃棄物の処理体制の確
立を通じてリサイクルを推進
するとともに、環境学習や啓
発活動等の推進に関しても円
滑に業務を引き継げるよう取
り組んでいく。

・エコクリーンプラザみやざ
き運営委託事業

2,364,075,000
廃棄物
対策課

市民１人１日
あたりのごみ
排出量（g）

970
（Ｈ28）

廃棄物対
策課調べ

43

目標値を達成して
いる。

※ 目標値及び実績
値の算定の基礎と
なる人口を、Ｈ28
までは現住人口と
していたが、Ｈ29
以降は国の算定に
合わせ住基人口と
した（Ｈ27及びＨ
28の実績値は、住
基人口を括弧書き
で併記してい
る）。

・市が委嘱している「ごみ減
量アドバイザー」や自治会か
ら選任された「 分別大使」
の活動により、地域に根ざし
たごみ減量とリサイクル推進
の意識向上を図った。
・自治会未加入者への啓発活
動として、子育て支援セン
ターで若い母親への分別説明
会を実施した。また、環境
フェスタや地区文化祭等地域
のイベントでの啓発を実施し
た。
・子どもへの啓発として、小
中学校でごみ減量とリサイク
ルに関するごみ減量・分別学
習を実施した。

・廃棄物減量等推進審議会の
意見を踏まえ、子どもへの啓
発を発展させるため、ノウハ
ウを蓄積することが必要であ
る。
・自治会未加入世帯への啓発
をさらに進め、市民全体でご
み減量とリサイクル推進の意
識向上を図ることが必要であ
る。

・未就学児や小中学生を対象
にしたごみ減量・分別学習に
取り組み、子どもの時期か
ら、資源の循環についての意
識を高める活動を行う。
・商業施設での啓発活動を取
り入れるなどして、自治会未
加入世帯への啓発を更に推進
する。 環境業

務課

993
（980）

981
（970）

952

公共用水域環
境基準
（BOD）達成
率(％)

100
（Ｈ28）

環境保全
課調べ

44

公共用水域の水質
測定地点のＢＯＤ
値は、いずれも環
境基準値以下と
なっている。

・公共用水域（４３地点）の
常時監視を実施し、水質状況
を把握した。
・事業場への立入調査を実施
し、排水基準を遵守するよう
指導を行った。
・河川浄化等推進員による河
川のパトロールや各地区河川
浄化推進協議会の支援を行っ
た。また、テレビやラジオに
よる河川浄化の啓発等、大淀
川をはじめとする市内各河川
の浄化運動を市民、事業者、
行政が一体となって推進し
た。

・公共用水域の常時監視結果
は、水質に大きな変化もなく
横ばいの状況で推移している
が、今後も測定計画に基づく
常時監視を実施し、水質状況
の把握をしていく必要があ
る。
・事業所の立入検査につい
て、計画的に実施し、今後も
事業者に対し指導に努めてい
く必要がある。
・大淀川をはじめ、市内の各
河川の水質は、以前より改善
されおり概ね良好であるが、
更なる改善のために、大淀川
上流域での河川浄化の取り組
みを推進していく必要があ
る。

・公共用水域の環境基準を維
持できるよう関係機関と連携
して取り組んでいく。
・今後とも事業所の立入検査
を計画的に実施する。
・地域住民や事業者が主体と
なった河川浄化の取組を連携
して支援していく。
・国・県・流域自治体との連
携を強化し、更なる水質改善
に向けた大淀川上流域の河川
浄化の取組を要請していく。

環境保
全課

宮崎市産材関
連事業を活用
した住宅戸数
（累計）
（棟）

28
（Ｈ27～
Ｈ28）

森林水産
課調べ

45

応募は１５件あり
募集人数に近かっ
たが、個別の事情
により取り下げ等
があり、完成まで
至ったのは９件で
あった。

市産材の利用拡大や森林保全
に努めることにより、林業の
振興および公益的機能の発揮
を図ることができた。

高齢化による担い手不足によ
り、植林が進まない。植林が
なされなければ山が荒れるだ
けでなく、公益的機能の維持
が困難となる。

森林の集約化や共同作業化を
推進するための支援を行い、
循環型林業の確立を図る。

・宮崎市産材利用促進事業 3,222,000

森林水
産課

×

植林面積
（ha）

123
（Ｈ28）

森林水産
課調べ

46

提出された伐採届
に記載された、伐
採面積に対する植
林の割合は増加し
ている。

・新しい森づくりモデル事業 2,534,000

伐採面積
（ha）

309
（Ｈ28）

森林水産
課調べ

47

提出された伐採届
に記載された、伐
採面積に対する植
林の割合は増加し
ている。

・間伐・植林促進強化対策事
業

4,960,040

環境保全の
推進

○ ごみの減量やリサイ
クルを推進するため、環
境教育や啓発活動等を行
うとともに、家庭におけ
るごみの分別や減量化の
取組、地域における資源
物回収などのリサイクル
活動を支援する。
○ 市民や事業者、関係
機関、関係団体が一体と
なって、河川浄化の取組
を推進し、水質の維持・
改善を図る。
○ 森林所有者による間
伐や植林の取組を支援す
るとともに、市産材を活
用した木造住宅の建築を
促すなど、木材の需要拡
大を推進し、森林の公益
的機能の確保を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

49

　市は「石崎川水系」の浄化
推進協議会を主催し、「一ツ
瀬川水系」の濁水対策協議会
にも参加している。
　河川浄化推進委員による河
川監視や啓発活動（地元小学
生による稚魚放流、啓発品配
布によるＰＲ活動）、上流ダ
ムにおける濁水対策視察等を
行った。

　九電による一ツ瀬川杉安ダ
ム濁水対策工事が平成２９年
度に完了した。今後の放流水
質について、注視する必要が
ある。

　地域住民や事業者等の河川
浄化に対する意識向上を目指
し関係機関、団体等と連携
し、引き続き河川浄化活動を
行う。

・河川浄化対策事業 462,000

佐土
原・地
域市民
福祉課

2,200 2,325 2,162 2,200 2,250
・地域コミュニティ活動交付
金事業

83,696,153

2,181 2,169 2,162
・まちづくり人材育成事業
「宮崎まちびと大学校」

2,674,001

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

全地域自
治区

・地域のお宝発掘・発展・発
信事業

24,878,772

・自治会助成事業 198,964,099

56.2 57.2 56.0 57.0 58.5

56.2 56.3 56.0

53

【消費者教育】
消費生活出前講座を49回実施
し、延べ2,269名が受講し
た。

【消費生活相談】
消費生活相談　2,402件
内多重債務　　291件
その他        174件
消費生活無料法律相談  118
件

【消費者教育】
幅広い年代で消費者トラブル
が発生しており、各世代に対
応した消費者教育が十分に行
き届いていない現状がある。

【消費生活相談】
消費者トラブルは年々、多様
化・複雑化しており、その相
談に対応するための知識習得
が常に必要である。

【消費者教育】
教育委員会等との連携を行
い、これまで手薄であった若
年層への消費者教育の実施を
目指す。

【消費生活相談】
様々な消費者トラブルに対応
するため、消費生活相談員の
研修体制を整えていく。

・消費者行政推進事業 2,010,206
生活安
全課

地域まちづく
り推進委員会
の委員数（5
月1日現在）
（人）

2,162
（Ｈ29）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

50

担い手が固定化
し、まちづくり活
動への参画者は横
ばいとなってい
る。

×

地域魅力発信
プラン実現の
ために新たな
事業に取り組
む地域自治区
数（地域自治
区）

全地域自治
区

（Ｈ28）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

51

地域自治区では、
地域魅力発信プラ
ンの認識が深ま
り、新たな事業へ
の取組が見られる
が、事業数やその
内容はそれぞれ異
なっている。

×17/20

※地域コ
ミュニ

ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

17/20

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

20/22

※地域コ
ミュニ
ティ活動
交付金を
活用した
事業のみ

・自治会加入促進事業 206,200

自治会加入率
（6月1日現
在）（％）

56.0
（Ｈ29）

地域コ
ミュニ
ティ課調
べ

52

住民の地域に対す
る関心や住民相互
のつながりが希薄
化する中、自治会
加入率の低下や担
い手不足が課題と
なり、現状維持に
どどまっている。

・公立公民館等整備及び長寿
命化計画策定事業

7,120,249 ×

地域コミュ
ニティの活
性化

○ 自治会等の地域活
動、ボランティアやＮＰ
Ｏ等の市民活動のほか、
地域まちづくり推進委員
会の活動を支援するな
ど、地域魅力発信プラン
に資する取組を促進する
とともに、地域との協働
により、地域資源を生か
した取組を推進する。
○ 複雑・多様化する地
域課題の解決に向け、ま
ちづくりを担う人材の育
成を支援し、地域の多様
な主体による連携や経営
の視点を含めた取組を促
進することで、地域や住
民ニーズに合った公共
サービスの提供につなげ
るなど、自律性の高いコ
ミュニティの形成を図
る。
○ 教育機関や関係団体
等と連携して、消費者教
育に係る講座等を開催す
るとともに、消費生活に
関する相談や苦情等への
対応を行うことで、市民
の安全・安心な消費生活
の確保を図る。

・地域魅力発信プランの実現
に向け、自立性や継続性のあ
る取組を支援するため、28年
度から、「地域のお宝発掘・
発展・発信事業」を実施して
いる。地域協議会が採択し、
事業を開始した地域は、28年
度が2地域、29年度が14地域
である。
・28年度から、経営的視点な
どを取り入れ、まちづくりの
リーダーを育成する「宮崎ま
ちびと大学校」を開講してい
る。基礎コース（1年）と応
用コース（1年）のカリキュ
ラムで、29年度は、応用コー
ス15名、基礎コース23名が修
了した。
・地域協議会連絡会議を開催
し、「地域のお宝発掘・発
展・発信事業」の取組を共有
し、地域コミュニティ活動交
付金に係る事務などについて
協議した。
・地域まちづくり推進委員会
連絡会を開催し、相互の連携
を深め、取組事例の発表や意
見交換を行った。

・自治会加入については、市
広報や校長会などにより、
（通称）きずな社会づくり条
例の周知を図り、地域活動へ
の参加を呼びかけた。要望が
あった地域協議会に対し、条
例の説明を行った。
・移住センターにおいて、移
住者に対し、自治会紹介カー
ドを使った自治会取次の取組
を行うこととした。
・市自治会連合会との協働に
より、不動産関係団体と意見
交換を行い、入居契約時の自
治会加入案内について検討を
進めている。

・「地域のお宝発掘・発展・
発信事業」については、事業
の自立性や継続性を高めてい
くために、地域協議会におけ
るフォローアップが重要に
なっている。
・地域住民の意見調整や政策
決定を行う地域協議会と事務
局を担う地域自治区事務所の
機能強化が課題となってい
る。
・地域まちづくり推進委員会
の担い手が固定化し、高齢化
も進むなど、人材不足が課題
となっている。
・地域の課題を地域で解決す
るには、専門性や開放性が不
足しており、地域コミュニ
ティ活動交付金を使いやすく
する必要がある。

・近年の価値観や生活様式の
多様化及び高齢化などに伴
い、住民の地域に対する関心
や住民相互のつながりが希薄
化する中、自治会をはじめと
する地域住民組織における加
入率の低下や担い手不足が課
題となっている。
・市民が主体となったまちづ
くりを推進するためには、地
域住民組織の活性化を図る必
要がある。

・地域協議会が、「地域のお
宝発掘・発展・発信事業」の
実施者に対し、事業の自立性
や継続性の確保に向けた助
言・指導を行うために、地域
自治区事務所と協議し、地域
協議会の事務局として、適切
な対応ができるようにする。
・持続可能な地域社会の実現
に向け、地域のまちづくりの
自立性や継続性に対して、地
域自治区事務所の職員や地域
協議会の委員の認識を高める
ために、今度の地域のまちづ
くりの方向性を示したリーフ
レット「これからの地域のま
ちづくりを一緒に考えましょ
う」の周知を図る。
・地域コミュニティ活動交付
金評価委員会で、「地域のお
宝発掘・発展・発信事業」の
取組を踏まえ、自立性や継続
性などを意識し、地域コミュ
ニティ活動交付金の使途のあ
り方を検討する。

・（通称）きずな社会づくり
条例の制定を機に、新たな自
治会加入促進策（市独自の取
り組み、市自治会連合会との
協働による取り組み）を展開
し、自治会活動の活性化を
図っていく。
・市民に対し、条例のリーフ
レットや市広報などの活用に
より、条例の周知を図るなか
で、地域住民組織の活性化の
必要性を周知していく。

地域コ
ミュニ
ティ課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・宮崎市市民活動支援基金活
用事業

2,416,692

・宮崎市民活動保険運営事業 1,114,570

・市民活動センター指定管理
料

24,548,000

55

地域の方々と協力し、イオン
モール宮崎において、宮崎特
攻基地資料展を開催した。

○平成29年7月11日～18日（8
日間）　10時～22時
来場者数　9,207人

当時の現物資料が限られてお
り、平和啓発のための資料の
充実を図る必要がある。

地域の方々と連携しながら当
時の現物資料の掘り起こしを
図るとともに、保管場所等に
ついても関係機関と十分に協
議を行う。

・地域の平和資料活用事業 2,500,000
福祉総
務課

・史跡・埋蔵文化財公開活用
事業

2,033,818

・民俗芸能伝承事業 3,763,166

・宮崎城跡保存整備事業 8,580,198

10 25 45 70 100

3 38 100

50 85 630 650 680

134 622 864

54

・平成29年度市民活動支援補
助事業実施団体数：15団体
・市民活動保険運営事業
：10件
・市民活動センター登録団体
数：571団体

市民活動センターの登録団体
数が、減少しており、市民活
動を行う担い手が不足してい
る。

市民活動を実施する市民を増
やしていきたいため、市民活
動センターの役割を再検討
し、市民活動の広報や周知を
効果的に行うため、ホーム
ページのリニューアルを行
う。

文化・
市民活
動課

56

【公開活用】
年間を通して文化財の普及活
動を行った。具体的取組とし
て、遺跡の発掘調査について
学ぶ見学会や講演会、埋蔵文
化財センターの役割を紹介す
る施設公開、山城での戦国体
験イベント、各種歴史講座等
を開催することで、市民の文
化財に対する興味・関心を高
めることができた。
【民俗芸能】
地域で唄い踊り継がれてきた
民俗芸能の保存・顕彰を行な
うため、保存団体との伝承活
動に要する経費の一部助成を
行なうとともに、「みやざき
民俗芸能まつり」を開催し、
市民への民俗芸能の理解と認
識を高め、民俗芸能の保存・
伝承・後継者育成の促進を
図った。
【宮崎城跡】
本市を代表する中世の山城で
ある宮崎城跡について、樹木
伐採よる破壊から保護するこ
とができ、地権者の調査によ
り国文化財指定に係る同意取
得の基礎資料とすることがで
きた。

【公開活用】
20代から50代の参加者が少な
いため、その世代に参加して
もらえるようなイベントの企
画、広報等の実施が必要であ
る。
【民俗芸能】
民俗芸能の伝承活動を推進す
るうえで、後継者不足が一番
の課題となっている。市民の
民俗芸能への理解を広く求め
ていくためには、気軽に鑑賞
できる環境が必要である。
【宮崎城跡】
国文化財指定に向けて、文化
庁の調査官による派遣指導
や、前年度に調査を行った地
権者の情報を基に宮崎城跡の
地権者や相続人の理解を得な
がら同意を得ていくことが必
要である。

【公開活用】
市民に文化財への興味・関心
を持ってもらうための普及活
動を継続して実施する。親子
連れをターゲットとしたイベ
ントを増やし、現役世代(20
代～50代)が参加しやすい工
夫を検討する。
【民俗芸能】
民俗芸能の発掘・紹介に努
め、「みやざき民俗芸能まつ
り」を発表の場として提供を
し、多くの市民へ紹介すると
ともに、後継者育成の支援に
努める。
【宮崎城跡】
国文化財指定にあたっては、
土地の改変に許可が必要にな
るなど、土地に対する制限に
ついて宮崎城跡の地権者や相
続人に理解していただく必要
がある。

文化財
課

移住・定住
対策の推進

○ 移住センターを拠点
として、雇用や住まい等
に係る官民のネットワー
クを構築し、移住希望者
に対する相談窓口や情報
提供の一元化を図るな
ど、移住希望者の関心を
高める取組を推進する。
○ 移住希望者のニーズ
に適切に対応するととも
に、移住アンバサダーや
関係団体等と連携して、
移住者のフォローアップ
を行うなど、移住者の定
着を図る。

移住センター
が関与した移
住世帯数（累
計）（世帯）

38
（Ｈ27～
Ｈ28）

企画政策
課調べ

57

大都市圏在住の移
住希望者を対象と
した独自イベント
の開催や、県主催
の移住相談会への
ブース設置等によ
り相談件数、移住
世帯数ともに目標
値を大幅に上回っ
ている。

・移住希望者からの相談への
移住コンシェルジュによるき
め細かな対応
・ＳＮＳ等を活用した効果的
な情報発信
【Facebook投稿248回】
・移住者への協力に賛同する
企業・団体等による移住アン
バサダーによる移住後のフォ
ロー体制の構築
【アンバサダー登録70団体】
・大都市圏でのイベントでの
市のＰＲ及び移住希望者から
の相談対応(5回)

・移住希望者の就業、起業等
が移住実現の重要なポイント
となるため、希望者の意向と
上手くマッチングさせていく
必要がある。
・定住化を促進するための細
やかなフォローアップが必要
である。

・移住を推進するための就
業、起業支援の強化
・移住者が定住するための移
住後のフォローアップ強化

・IJU（移住）促進事業 10,055,280
企画政
策課

移住センター
における移住
希望者の相談
件数（件）

622
（Ｈ28）

企画政策
課調べ

58

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

高校 46.64
大学 38.96

高校 44.98
大学 37.22

高校 43.32
大学 35.48

高校 41.66
大学 33.74

高校 40.0
大学 32.0

高校 46.8
大学 39.9

高校 43.6
大学 41.2

高校 44.5
大学 41.1

高校 56.36
大学等 49.46

高校 58.2
大学等 50.42

高校 60.68
大学等 51.38

高校 62.3
大学等 51.6

高校 65.0
大学等 53.3

高校 56.1
大学等 45.7

高校 56.8
大学等 48.2

高校 58.1
大学等 43.9

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

30.7 31.2 29.4 29.9 30.4

32.0 28.9 30.0

10.0 10.0 15.0

1.0

・中小事業者人材育成支援事
業

467,000

・認定職業訓練助成事業 1,983,000

17 34 51 ・ＩＣＴ産業活性化事業 4,858,619

5
・高度ＩＣＴ技術者雇用促進
事業

2,539,454

63

　大学等の教員７名に対して
助成を行った。
　持続可能な地域公共交通の
あり方や伝統野菜のブランド
化などに関する調査・研究が
なされた。

　研究成果が地域課題の解決
につながっているか客観的な
評価ができていない。

　市が抱える地域課題の解決
に資する研究を選定できるよ
う、より詳しく応募テーマを
設定するとともに、審査項
目・審査基準を精緻化する。
　要綱等を改正し、研究成果
による地域課題解決への貢献
が、事業計画や実績報告に明
確に表れるよう改善する。

・地域貢献学術研究助成事業 11,544,365
企画政
策課

　人材の育成

■ 教育機関や地元企業等の関係機関の連携により、地域や企業ニーズに合った人材を育成する。
■ 企業経営者の経営に対する認識やノウハウを高め、従業者のスキルアップを図るなど、質の高い人材の育成を促進する。
■ 企業のマネジメント層の人材を育成するとともに、外部からの人材登用を促進する。
■ 新たな担い手や後継者を育成し、農業法人等における雇用を確保するなど、新規就農者の生産性を向上させる仕組みを構築し、農家の所得向上を図る。
■ 地元企業の雇用環境などの見える化を推進し、学生や保護者等の地元企業への興味や関心を高め、就業につなげていく。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

県内就職した新規学卒者の３年以内の離職率
（％）

高校 43.6
大学 41.2
（Ｈ28）

宮崎労働局調べ 高校、大学ともに単年度目標を下回っている。
商業労
政課

×

県内新規学卒者の就職内定者のうち県内就職内定
率（％）

高校 56.8％
大学等 48.2％

（Ｈ28）
宮崎労働局調べ 高校、大学ともに単年度目標を下回っている。

商業労
政課

×

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

キャリア教
育・学び直
しの場の提
供

○ 高等教育機関等が中
心となり、地元の教育機
関や企業と連携するな
ど、キャリア教育や学び
直しの場を提供する取組
を支援する。

県内高校生の
県内大学・短
大への進学率
（％）

28.9
（Ｈ28）

学校基本
調査（文
部科学
省）

59

県内高校生の県内
の大学等への進学
率は、前年度に比
べ上昇し、目標値
も上回った。

市内の３大学等が実施した、
大学等で育成した人材が地元
に定着することを目的とする
取組等（５事業）に対して助
成を行った。
具体の取組としては、若者の
就職に関する意識を明らかに
するためのアンケート調査の
実施・分析や、地元企業の魅
力を探るための学生の企業訪
問、地元企業で働く人々への
学生によるインタビューなど
が実施された。
事業を通じ、大学等による学
生の地元企業への就業を意識
した取組につながるととも
に、学生の地元就業意識の向
上にもつながった。

市内の大学等が地元企業と協
力し、学生の地元志向を高め
る取組に助成しているが、特
定の企業との連携に留まって
いる。
市内の専門高校（職業系高
校）についても、製造技術や
マーケティングの習得に係る
授業により人材育成に資する
取組を行っているが、うまく
地元定着に結びついていな
い。
また、市内の企業団体や事業
組合（商工会議所、経営者協
会等）もそれぞれに人材確保
に向けて取り組んでいるが、
高校や大学等との更なる連携
が求められる。

これまで市内の大学等が主体
となって実施する人材育成等
の取組に対して助成を行って
きたが、地元の企業団体や事
業組合が主体となって高校や
大学等と連携して行う取組に
も対象を拡大する。地元企業
のニーズに応じた人材育成を
行いたい学校と、認知度の向
上を図りたい企業等の連携を
促し、より効率的で効果的な
人材の地元定着の取組を促進
していく。
また、助成対象事業について
も、助成の目的を達成し得る
事業の選定に努める。

・地方創生人材育成支援事業 3,711,116
企画政
策課

市の支援する
地元定着事業
を活用した地
元就職を希望
する学生（県
内出身者）の
増加率（％）

－
企画政策
課調べ

60

市の助成事業を活
用した取組による
県内出身学生の県
内就職希望者の増
加率は、目標値を
大きく下回った。

×

市が支援する
就職セミナー
等を受講して
就職した人の
数（累計）
（人）

56人
（Ｈ27～
Ｈ28）

20 40 92 136 180

商業労政
課調べ

61

単年度の実績が目
標を下回った。

平成２９年度から国の実践型
地域雇用創造事業を受託した
宮崎市『夢。創造』協議会
（市、宮崎商工会議所、宮崎
市ＩＣＴ企業連絡協議会で構
成）において、人材育成、就
業促進の２つのメニューで、
１０コース（１７５講座）の
セミナーを実施した。

平成２９年度から宮崎市
『夢。創造』協議会において
求職者向けのセミナーとして
実施しており、平成２８年度
までの市が実施する就職マッ
チング事業とは違い、事業実
施後すぐの実績には繋がりに
くい部分がある。

継続的な実施により、今後実
績が伸びるよう、実効性の高
いセミナー実施へ向け努めて
いく。

商業労
政課

×

28 56 87
・就職マッチング推進事業
（地域産業人材育成支援事
業）

1,999,999

高度ＩＣＴ技
術者新規雇用
者数（累計）
（人）

－
工業政策
課調べ

62

平成３０年度に一
定数の実績が見込
まれる。平成２９
年度については目
標値を下回った
が、事業は順調で
ある。

市内企業の事業拡大や新たな
企業の立地を促進し、良質な
雇用の場を創出するため、エ
ンジニアやプログラマー等高
度技術者の採用を支援する
「高度ＩＣＴ技術者雇用促進
事業」を平成２９年度にス
タートした。

ＩＴ企業の立地は順調である
ものの高度技術者の不足の状
況が続いている。

宮崎市ＩＣＴ関連企業連絡協
議会や教育分野など様々な支
援機関と連携し、企業におけ
る人材の育成や確保を支援す
る。 工業政

策課

地域や企業
ニーズに対
応した人材
の育成等

○ 高等教育機関が実施
する地域課題や地元企業
のニーズに合った調査研
究を支援する。
○ 専門機関が実施する
研修や訓練等への地元企
業の参加を支援し、経営
者や従業員の経営能力や
技能等の向上を図る。
○ 地元企業におけるマ
ネジメント層などの人材
の育成や、高度人材の外
部からの登用を支援し、
産業の活性化や雇用の促
進を図る。
○ 専門的知識やスキル
を習得する講座や研修等
を実施し、不足する産業
分野の人材の育成を図る
とともに、雇用の安定的
な確保につなげる。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　13 ④人材の育成



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・新規就農者生産基盤整備支
援事業

9,523,936

・新規就農者確保・育成支援
事業

3,342,960

・新規就農者営農団地整備事
業（繰越含む）

12,716,000

・農業後継者育成支援事業 38,400,000

・新規就農者中古ハウス再利
用支援事業

13,400,000

・農業法人育成支援事業 206,100

・農の雇用定着促進事業 280,000

135 138 341 478 628

105 217 257

－ 3,000 6,000 9,000 12,000

－ 4,112 7,972

新規就農者数
（累計）
（人）

199人
（Ｈ27～
Ｈ28）

50 100 250 300 350

宮崎県調
べ

64

平成28年度から開
始した農業後継者
育成支援事業によ
り後継者の就農が
進んだほか、国の
「農の雇用事業」
により雇用就農者
の確保が図られ
た。

参考
H29年次実績108人
(内訳)
 新規参入者11人
 農業後継者42人
 法人就農者55人101 199 307

地元企業へ
の就職を促
す仕組みの
構築

○ 国や県などの関係機
関と連携した企業就職説
明会のほか、地元企業や
学校などと連携して、情
報交換会やプロモーショ
ンイベントを開催するな
ど、学生や保護者等の地
元への関心を高め、地元
企業への就職を促進す
る。
○ ＩＣＴを活用して、
地元企業の雇用環境の見
える化を推進するととも
に、若い世代と地元産業
との交流の場を創出する
など、地元への定着やＵ
ＩＪターンを促進する。

就職説明会参
加者のうち就
職決定者数
（累計）
（人）

217
（Ｈ27～
Ｈ28）

宮崎労働
局調べ

65

単年度目標を下
回ったが、Ｈ29か
ら就職説明会の主
な対象者を大学３
年生としたことに
よるものである。

・Ｈ29.7月に厚労省の「実践
型地域雇用創造事業」を「宮
崎市『夢。創造』協議会」で
受託し、地域資源とＩＣＴの
融合による地域産業の活性化
と雇用拡大を図っている。
・Ｈ28.11月に宮崎労働局と
締結した雇用対策推進協定に
よる就職説明会や企業と学校
との情報交換会などの取組の
ほか、Ｈ29.8月には中学生を
対象とした「夢パーク」を開
催し、更に若い層への意識付
けを行った。
・みらい・ときめきワークラ
イフ推進事業で、地元就職に
向けた県内外でのプロモー
ション活動や２０ｄｏアプリ
による情報発信等を継続して
実施した。

・若年層のみならず、保護者
や先生などの教育関係者に対
する地元意識の醸成も課題の
ひとつである。
・若年層の地元就職や定着を
進めるには、就業環境や待遇
の改善、ミスマッチの解消な
どが求められている。
・２０ｄｏアプリに関するＫ
ＰＩの実績は順調に推移して
いるので、今後は、実際に地
元企業への就職にどれくらい
寄与しているかの検証等が重
要となってくる。

・雇用状況が回復している一
方で、地元企業の人手不足が
深刻化していることから、労
働局との雇用対策推進協定に
基づく取組を充実させなが
ら、新卒者などの若年者やＵ
ＩＪターン者の地元就職を更
に推進していく。

・就職マッチング推進事業
（就職説明会及び企業と学校
との情報交換会）

146,880

商業労
政課

×

雇用・人材ア
プリインス
トール数（累
計）（件）

4,112人
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

66

単年度目標を上
回っている。

・みらい・ときめきワークラ
イフ推進事業

28,671,942

新規就農
者・農業法
人の育成

○ 多様化する就農ルー
トや就農形態に対応する
ため、就農希望者に対す
る就農相談会等での情報
提供を強化するととも
に、専門機関が実施する
農業研修等を支援し、新
規就農の促進を図るほ
か、農業後継者が就農し
やすい環境を整備する。
○ 就農時における農地
の確保や初期投資の軽減
を図るとともに、就農後
の研修や関係機関と連携
した営農指導を実施し、
新規就農者の定着や早期
の経営安定につなげる。
○ 制度資金の借入れに
要する経費の負担を軽減
するなど、新規就農の受
け皿となる農業法人の育
成や経営の安定を図ると
ともに、農業法人等の安
定的な雇用の確保を支援
することで、農業従事者
の増加につなげる。

○ 新規就農者の育成
・都市部を含む市内外の就農
相談者への情報提供を行っ
た。
・㈲ジェイエイファームみや
ざき中央が行う新規就農者向
けの研修を支援した。
・国の農業次世代人材投資事
業を活用し給付金を支給した
ほか、国の対象とならない農
家の後継者に対し、就農時１
回に限り給付金の支給を行っ
た。
・ＪＡ宮崎中央が設置する新
規就農者営農団地の整備を支
援した。
・就農時の農業機械や中古ハ
ウスの整備を支援した。
・農政アドバイザーによる研
修会、営農指導を行い就農の
定着を図った。

○ 農業法人の育成
・農業法人の制度資金の借入
れに係る負担軽減を行った。
・市内の農業法人や法人化志
向経営体で組織する「宮崎市
元気な農業法人会」の活動を
支援した。
・農業法人等への雇用就農者
の確保・育成を図るため、国
の「農の雇用事業」を活用し
て雇用労働力を確保する取組
を支援する。

・新規就農者を含む多くの経
営体では、経営安定のために
労働力の確保が不可欠であ
る。

・農業経営体における雇用労
働力の確保対策を調査研究す
る。

農政企
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　14 ④人材の育成



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

－ － 98,500 － －

－ － 100,600

－ － 51.0 － －

－ － 52.1

－ － 56.0 － －

－ － 55.3

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

・中古ハウス再利用支援事業 16,646,000

・農地中間管理事業 4,353,411

・地球にやさしい施設園芸加
速化事業

11,328,000

・施設園芸用ハウス整備支援
事業

17,170,000

・みやざき特産果樹産地確立
事業

4,078,000

・露地作物産地強化支援事業 1,641,000

・みやざきの園芸産地力アッ
プ推進事業

41,698,000

・ＩＣＴ活用型農業産地実証
事業

2,501,000

・宮崎市産茶品質向上対策事
業

2,800,000

・畜産生産能力アップ事業 1,023,000

・畜産競争力強化整備事業
（繰越含む）

48,203,000

　雇用の場の創出

■ 農地の集約を促進するとともに、再生可能エネルギーやＩＣＴを活用するなど、省力化や生産コストを削減し、農林水産業の生産基盤の確立を図る。
■ 多様な視点から、異業種間のマッチングを図るとともに、波及効果の高い産業や事業に重点して投資することで、生産性と効率性を持った取組を推進する。
■ 的確に企業動向を収集し、都市部からの人の流れと地元企業との連携を意識した企業誘致を展開する。
■ 官民によるオープンイノベーションの取組を推進し、各分野における課題の解決につなげていく。
■ 官民における創業支援機関が支援体制を構築し、創業前後における支援を充実することで創業率を高める。
■ 円滑な事業承継を推進し、中小企業の活力の維持・向上や経営の活性化を促すことで、雇用の継続と確保を図る。
■ 中心市街地に民間投資を生む環境を整備し、ＩＣＴ関連産業や商業等の集積を図るとともに、イベント等の開催により、働く場、交流の場としての中心市街地の魅力を向上させる。
■ 地域経済を維持・活性化していくために、女性や高齢者の雇用を促進し、労働力の確保を図る。
■ 給与などの処遇面における雇用条件の改善を図り、若い世代の地元への定着やＵＩＪターンを促進する。
■ 企業等の自主的な取組を促し、処遇面などの改善を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進により、労働の継続性を高める。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

正規雇用者数（人）
98,500
（Ｈ24）

就業構造基本調査（総務省統計局）
５年ごとに調査されており、平成２９年に調査が実施された。平成２９年度の実績値は、前回調査（平成
２４年度）の数値及び平成２９年度の目標値を上回った。

商業労
政課

市内の女性の有業率（％）
50.8

（Ｈ24）
就業構造基本調査（総務省統計局）

５年ごとに調査されており、平成２９年に調査が実施された。平成２９年度の実績値は、前回調査（平成
２４年度）の数値及び平成２９年度の目標値を上回った。

市内の６０歳以上７０歳未満の有業率（％）
51.7

（Ｈ24）
就業構造基本調査（総務省統計局）

５年ごとに調査されており、平成２９年に調査が実施された。平成２９年度の実績値は、前回調査（平成
２４年度）の数値は上回ったが、平成２９年度の目標値は下回った。

×

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

農業産出額
（円）

384億
（Ｈ27）

370億 370億 370億 370億 370億

市町村別
農業産出
額試算
（農林水
産省）

67

【Ｈ29実績値】
H31.3月頃公表予定

【Ｈ28実績値】
米やたばこの作付
面積減少による生
産額の減少はあっ
たものの、野菜・
肉用牛の生産額が
増加したことか
ら、農業産出額も
増加した。

・認定農業者の中古ハウス整
備を支援した。
・農地中間管理機構の業務の
一部を受託し、各地域での農
地集積に向けた取組を支援し
た。
・農業をリタイアする農業者
等が担い手に農地を集積した
際に協力金を交付した。
・農地の受け手となった担い
手に対し、新たに集積された
農地の維持管理に係る負担軽
減を図る。

・中古ハウスの需給バランス
の把握が難しい。
・農地中間管理事業について
は、相続未登記地や長期間貸
借による農地の貸し渋り、農
地の借り手への支援策等の課
題がある。

・ＪＡ関係者と連携した中古
ハウス情報の提供により事業
実施を進める。
・話合い活動を通して、人・
農地プランの作成、充実を図
る中で事業周知に努め、規模
拡大等による農地の集積を図
る。
・農地の借り手への支援対策
に取り組む。

農政企
画課

384億 392億 － ・農地集積担い手支援事業 10,099,000

農林水産業
の生産基盤
の確立

○ 施設の有効活用、省
力化や生産コストの削減
等に資する再生可能エネ
ルギーやＩＣＴ、資機材
等の導入費用の負担を軽
減するほか、ＩＣＴの普
及を担う人材の育成を支
援するとともに、野生鳥
獣の被害を防止すること
などで、生産性の向上を
図る。
○ 畜産業の生産基盤と
なる施設整備や機械設備
等の設置をはじめ、繁殖
牛の導入に係る費用の負
担を軽減することなど
で、省力化や生産コスト
の削減を図る。
○ 宮崎県農地中間管理
機構と連携し、耕作放棄
地の解消や農地の集積を
図るとともに、担い手の
確保や規模拡大などを推
進し、農用地の有効活用
や高度利用を促進する。

68

　施設園芸における生産性の
向上対策や省力化の推進、生
産性コストを低減するための
省エネ対策資材の導入等を支
援することにより、地域の特
性を活かした特色ある農産物
の生産拡大と産地強化を推進
し、農家経営の安定化を図っ
た。
　また、多収量栽培やコスト
低減技術等に効率的に取り組
むため、個別の環境制御機器
を複合的に管理する環境制御
システムの導入に対し支援を
行った。
　共同利用の農作業用資機材
の導入支援を行うとともに、
新たな栽培品目の開発に向け
た支援やＩＣＴ技術を活用し
た経営の見える化等について
支援を行った。
　高品質茶生産に係る肥料導
入経費や新害虫侵入防止に係
る農薬導入経費の一部補助を
行うことにより、高品質な茶
の生産体制の確立と茶生産農
家の経営安定を図った。
　畜産生産基盤の強化のため
牛舎・堆肥舎等の整備や繁殖
用母牛の導入支援及び生産性
の向上に資する分娩監視装置
や換気扇等の資機材の導入支
援により、畜産農家の生産基
盤の整備と生産能力の向上を
図った。

　産地間競争の激化や高齢
化、担い手不足による生産量
の減少、園芸施設の老朽化、
重油価格の高止まりによる生
産コストの上昇など安定経営
に対する不安等がある。
　露地作物の生産を取り巻く
状況は、生産者の高齢化や担
い手不足により、栽培面積、
生産数量、生産額ともに減少
傾向となっている。
　お茶については、品質の差
により価格が大きく異なるた
め、品質向上が求められてい
る。また近年、消費が低迷し
ており、販売価格の低下に繋
がっている。
　畜産については、生産農家
の高齢化・離農による生産頭
数の減少とＴＰＰ等貿易交渉
の先行きが不透明であること
に伴う、農家の生産意欲減退
が懸念される。

　施設園芸における経営の安
定化を図るため、引き続き、
生産性の向上対策や省力化の
推進、ヒートポンプ等の導入
を支援する。
　また、老朽化した園芸施設
の整備を支援する。
　露地作物の生産現場におけ
る労働力不足の解消に向けた
検討や自然気象災害に強い安
定した生産技術の確立を図
る。
　引き続き高品質な茶葉の生
産に必要な技術の確立と新害
虫の侵入防止を図る。資機材
の導入支援を行うことで、更
なる生産性の向上を図る。
　国・県事業を活用した畜産
生産基盤の強化や畜産関係者
で組織する団体と連携を密に
し、経営力強化の支援を行
う。

農業振
興課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　15 ⑤雇用の場の創出



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

69

日常的な野生鳥獣パトロール
のほか、野生鳥獣出没による
追い払い、情報収集、営農者
や猟友会への情報提供、営農
指導も実施し、地域ぐるみで
の捕獲促進や農産物の生産拡
大を図った。

専門性の高い鳥獣被害対策を
指導する必要がある。

今後は、鳥獣被害対策マイス
ターの取得を隊員に推進し、
営農者に対し、より的確な指
導を行えるようにする。 ・野生鳥獣被害対策強化パト

ロール事業
20,597,760

森林水
産課

・耕作放棄地解消・農地中間
管理事業

10,962,192

・遊休農地解消支援事業 1,510,000

・担い手への農地利用集積支
援モデル事業

2,278,908

2,231億 2,250億 2,269億 2,287億 2,306億
・地域産業設備投資等支援事
業

80,328,000

2,253億 － － ・企業立地奨励金交付事業 318,228,600

10 20 30 40 50 ・企業誘致事業 3,078,483

12 26 36

280 560 840

335

・中小企業定例相談事業 240,000

・中小企業信用保証料助成事
業

65,500,971

150 300 378 528 678 ・みやざき創業サポート事業 16,999,740

85 228 394
・中小企業信用保証料助成事
業（創業支援資金）

2,867,564

10 20 30
・創業者及び移住創業者支援
事業

4,368,000

6 ・事業承継支援事業 1,766,000

・認定創業支援担当者連絡会
運営事業

70

○ 農地の利用状況調査及び
遊休農地の所有者を対象とし
た利用意向調査等を実施し、
遊休農地の解消・発生防止に
努めた。

○ 農家の高齢化等により加
速化する遊休農地の解消及び
発生の未然防止
○ 継続的かつ安定的な水田
営農を行うため、地域ぐるみ
で協力し営農する組織づくり
○ 農家の少子高齢化に伴う
地域の担い手への農地の利用
集積

・担い手への農地利用の集
積、集約化及び遊休農地の発
生防止、解消等を図り、農地
利用の最適化を推進する。

農業委
員会

製造品出荷額
（円）

2,077億
（Ｈ26）

工業統計
調査（経
済産業
省）、経
済センサ
ス（総務
省・経済
産業省）

71

平成２９年度の工
業統計調査結果
は、平成３２年１
月に確定する予定

トップセールスをはじめとす
る誘致セールスや企業立地奨
励金制度により企業誘致を推
進した。
特に中心市街地への情報サー
ビス関連産業の企業集積が進
んだ。

郊外の工業団地および中心市
街地のオフィスビルともに、
物件が少なくなっている。

中心市街地における情報サー
ビス関連産業の集積のために
は、引続きオフィスビルの建
設を支援していく必要があ
る。
工業団地とオフィスビルにつ
いて、空き物件情報を集約し
ていく必要がある。
平成３０年３月改定の第三次
宮崎市工業振興計画に基づき
地域経済牽引産業の誘致を推
進していく必要がある。 工業政

策課
立地企業数
（累計）
（件）

26
（Ｈ27～
Ｈ28）

工業政策
課調べ

72

各年度における新
設および増設１回
目の立地企業数

・県央地区企業立地促進事業 2,500,000立地企業にお
ける新規雇用
予定者数（累
計）（人）

936
（Ｈ28）

工業政策
課調べ

73

各年度における新
設および増設１回
目の立地企業に係
る新規雇用予定者
数

74

・商工会議所主催の定例相談
会の弁護士報償費の一部補助
し、中小企業の経営を支援し
た。
・市の融資制度利用時の信用
保証料一部補助を行い、中小
企業の経営を支援した。

・定例相談は、利用が伸び悩
んでおり、事業の見直しを検
討する時期にきている。
・融資制度は、債務残高が伸
びており、財政負担が年々大
きくなっている。

・定例相談業務は、利用を促
すための周知を図りながら、
併行し見直しも検討してい
く。
・商工関係団体や金融機関等
との連携を図り、引き続き雇
用の創出に資する融資制度の
活用を促す。将来的な財政負
担の視点も含め、事業評価の
中で議論していく。

商業労
政課

創業や事業
承継等の促
進

○ 官民における創業支
援機関がネットワークを
構築し、インキュベー
ションルームの提供、経
営相談や指導のほか、資
金の調達など、相互に連
携しながら、創業前後に
おける支援を充実する。
○ 中小企業等が実施す
る事業承継やＭ＆Ａを支
援し、円滑な事業の引き
継ぎを促進することで、
雇用の継続や確保、経営
の活性化を図る。

創業支援事業
計画に基づく
創業者数（累
計）（人）

228
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

75

累計で実績が目標
を上回った。

・創業支援事業計画に基づ
き、各支援機関が窓口での相
談、融資事業、創業セミナー
やスクールの開催などを実施
し、支援を行った。
・Ｈ29年度は、創業担当者会
議を３回実施したほか、事業
承継について関係機関との意
見交換や金融機関とのセミ
ナーを実施するなど、連携・
取組の強化を図った。

・創業については、被支援者
をいかに実際の創業につなげ
ることができるかが課題であ
る。
・事業承継については、補助
金制度を創設するなど市とし
ての取組を強化したところで
あるが、支援を必要とする相
談者を発掘する取組、関係機
関との協議が必要である。

・創業については、補助金制
度の創設で支援を行っている
が、補助制度利用だけではな
い創業に向けた取組を関係機
関と連携し、更に強化してい
く。
・事業承継については、県を
中心としたネットワーク会議
が構築され、事業承継につい
ての取り組みが予定されてい
る。現状分析や意見交換を行
なうとともに、支援を必要と
する相談者に対してのアプ
ローチを積極的に行ってい
く。

商業労
政課市が支援した

事業承継等の
件数（累計）
（件）

－
商業労政
課調べ

76

実績が目標を下
回った。（承継事
業計画に時間を要
する案件があり、
件数の伸び悩みが
あった。）

×

企業立地と
設備投資の
促進

○ 中小企業に対して、
低利の融資の提供や資金
の借入れに要する経費の
負担を軽減するととも
に、金融相談等を実施
し、中小企業の経営安定
化を図る。
○ 地元企業への波及効
果が期待できる中核的企
業の設備投資等に要する
負担を軽減し、生産性の
向上を図るとともに、新
規雇用や人材の育成を支
援し、産業界の経営安定
と雇用を促進する。
○ 的確に企業動向を収
集し、経済波及効果の高
い産業を中心に企業誘致
活動を行うとともに、立
地企業に対する支援制度
を設けるなど、企業立地
の促進と立地企業の定着
を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　16 ⑤雇用の場の創出



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・みやＰＥＣ推進機構運営事
業

22,830,000

・宮崎市版６次産業化実現事
業

3,702,727

3 6 9

2

・まちなか業務機能集積推進
モデル事業

5,418,273

・中心市街地活性化対策事業 5,290,000

・中心市街地コワーキングス
ペース設置等補助事業

1,038,000

・まちなか活性化プランコン
テスト開催事業

800,000

・次期中心市街地まちづくり
推進プラン策定事業

436,149

25 50 77 86 95 ・女性の就労支援事業 3,398,544

28 55 70
・シルバー人材センター助成
事業

7,228,000

30 60 222 342 492 ・高齢者就業機会拡大事業 4,800,000

48 132 238
◆テレワークや短時間勤務等
の新たな職域の開発の検討

83

ひとり親世帯の父・母の就業
に結びつきやすい資格の取得
を促進するため、職業訓練講
座等の受講料の一部を助成す
る。
また、修業期間が１年以上の
養成機関で修業する場合に、
高等職業訓練促進給付金を支
給する。

新規対象者、転入者への周知 児童扶養手当新規申請時や転
入手続き時に、現況届の案内
とともに、当該事業について
周知する。

・母子家庭等自立支援給付金
事業

40,127,922
子育て
支援課

新商品・新
技術等の開
発

○ 中小企業等が高等教
育機関や研究機関等と連
携して、経営改善や技
術・製品開発等を行う取
組を促進する。
○ 消費者ニーズに対応
するため、生産者団体と
観光商工団体等で構成す
るみやＰＥＣ推進機構
や、生産者自らが取り組
む地元の農畜水産物を使
用した新たな商品・メ
ニューの開発を支援す
る。

６次産業化関
連補助事業活
用事業者数
（累計）
（件）

10
（Ｈ27～
Ｈ28）

3 6 15 20 25

農政企画
課調べ

77

２９年度は、市単
独事業において、
一ツ瀬高見農園、
石坂村地鶏牧場及
びみやＰＥＣ推進
機構の取組を支援
した。
また、県単独事業
を活用し、原田園
芸、宮崎県乳用牛
肥育事業農業協同
組合の６次産業化
の取組を支援し
た。
その他、４件の相
談あり、次年度以
降の事業実施に向
け、サポート機関
等の案内や新商品
開発・事業計画等
のアドバイスを
行った。

・一社）みやＰＥＣ推進機構
（以下「みやＰＥＣ」）によ
る新商品開発や販路拡大のた
めの海外（上海）・首都圏で
の展示商談会、フェア開催等
の取組を支援。
・農林漁業者自らが行う、新
商品開発や販路拡大等の６次
産業化の取組を支援。

・農林漁業者自らが行う６次
化商品は、施設や人件費等の
投資リスクに加え、大手メー
カーに比べロットや販売コス
ト等、不利な競争にさらされ
るため、新規参入事業者の鈍
化が見られる。
・差別化が図れる商品開発
や、配送方法・経費等の流通
面での課題が多い。

・メーカーや販売店のニーズ
に応じた一次加工品や新商品
開発のための機械整備、販路
拡大の取組を引き続き支援す
ることにより、６次産業化に
取り組む事業者の育成に努
め、農業経営の安定化を図
る。
・農林漁業者が自ら生産、加
工・製造、販売まで行う６次
産業化に加え、食品加工業者
や飲食業、販売店とのマッチ
ングによる農商工連携型の６
次化商品開発を推進する。
・市産品の国内外への販路拡
大のため、庁内関係部局やみ
やＰＥＣと連携し、戦略性の
あるシティプロモーションを
展開する。

農政企
画課

3 10 15 ・６次産業化支援事業 467,000

市が支援した
企業と大学等
の研究機関と
の共同取組事
例数（累計）
（件）

3
（Ｈ28）

工業政策
課調べ

78

企業と研究機関と
の連携により、市
内中小企業の製品
開発力の向上につ
ながっている。

宮崎大学工学部との共同研究
（遮熱塗装、防犯画像解析シ
ステム）など、産学官連携を
推進した。

産学官連携は、企業のニーズ
と研究機関の研究成果が結び
つかないと難しい面がある。
遮熱塗装、防犯画像解析シス
テム以外の取組事例の発掘が
必要である。

大学等の研究機関に事業の周
知を図り、企業と研究機関と
の連携を推進する。 ・中小企業ものづくり活性化

事業
962,000

工業政
策課

中心市街地に
おけるクリエ
イティブ産業
従業者の増加
数（累計）
（人）

999
（Ｈ27～
Ｈ28）

240 480 886 1,290 1,696

商業労政
課調べ

79

累計で実績が目標
を上回った。

608 999 1,299

中心市街地に
おいて空き店
舗関連事業を
活用した出店
数（累計）
（件）

18
（Ｈ27～
Ｈ28）

8 16 24 32 40

商業労政
課調べ

80

累計で実績が目標
を上回った。

・空き店舗活用促進事業 2,013,000

15 18 31

雇用形態の
多様化・労
働力の確保

○ 女性の社会参加を支
援するセミナーや就業体
験等を実施するととも
に、ひとり親世帯に対し
て、就業に向けた資格取
得に係る費用の負担を軽
減するなど、就業につな
がる環境の整備を図る。
○ シルバー人材セン
ターの活動を支援し、高
齢者の就業ニーズに合っ
た業務の創出や安定的な
雇用につながる派遣事業
を推進するなど、高齢者
の多様な働き方に対応し
た雇用や就業機会を確保
する。
○ 関係機関と連携し、
テレワークや短時間勤務
等の働き方の啓発を図
る。

市の支援する
女性の就労支
援事業を活用
した就職者数
（累計）
（人）

55
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

81

単年度の実績が目
標を下回った。

・結婚や出産、育児等の理由
で一旦離職した女性求職者等
に対する再就職支援を目的
に、「女性の就労支援事業」
としてセミナーの開催や職場
見学会・職場体験を行い、13
名の就職につながった。
・宮崎市『夢。創造』協議会
において、「女性の再就職・
起業支援講座」を実施した。
・高齢者就業機会拡大事業
（市シルバー人材センターが
実施する事業への補助事業）
によりシルバー人材センター
の派遣事業が促進され、派遣
事業の受注件数が伸びた。

・人口減少社会の中で生産人
口を確保するためには、今
後、出産、育児等で一旦離職
した潜在的な女性の労働力
や、定年退職を迎えた高齢者
の労働力の活用といった視点
も重要である。
・「女性の就労支援事業」に
ついては事業期間の終了に伴
いH29年度をもって廃止とし
たが、女性の社会参画につい
ては引き続き促進する必要が
ある。
・高齢者の就業機会拡大につ
いては、今後も需要が見込ま
れるため、就業先の新規開拓
やスキルアップのための研修
が必要である。

・女性の社会参加や就労支援
については、今後とも関係機
関との連携した取組を進めて
いく。
・高齢者の新たな派遣先の開
拓やスキルアップの研修を積
極的に行っていく。

商業労
政課

×

シルバー人材
センターにお
ける派遣事業
の受注件数
（累計）
（件）

132
（Ｈ27～
Ｈ28）

商業労政
課調べ

82

累計で実績が目標
を上回った。

中心市街地
のにぎわい
の創出

○ 地権者等と連携し
て、遊休不動産の改修や
活用、新規入居者への支
援を行うなど、中心市街
地への産業の集積と雇用
の拡大を図る。
○ 中心市街地における
オープンスペース等を有
効に活用し、関係団体等
と連携して多彩なイベン
ト等を実施するととも
に、適切に情報を発信
し、商業の活性化やにぎ
わいの創出を図る。

・「街市」や「みやざき国際
ストリート音楽祭」等に加
え、９月補正予算で計上した
「まちなか公共空間活用促進
事業」によるイベントの実施
や、「宮崎市商店街等活性化
対策事業」による歳末大売出
し等の取組により、一定の賑
わいが創出された。
・平成29年度に、外部委員を
交えた中心市街地まちづくり
推進委員会を開催し、“マチ
ナカ3000”プロジェクトを軸
とした「宮崎市まちなか活性
化推進計画」を策定した。

・イベント開催時には、賑わ
いが創出されるが、平常時の
賑わいに結びついていない。
・誘致企業と地元商店街との
連携強化や、“マチナカ
3000”プロジェクトの啓発を
進める必要がある。
・「宮崎市まちなか活性化推
進計画」に基づく施策を着実
に展開し、活性化や魅力の向
上が実感されるレベルまで進
める必要がある。

・イベント等や公共空間を活
用した取組の支援などに加え
て、広報活動等を充実させ
る。
・「宮崎市まちなか活性化推
進計画」に基づき、新たな産
業創出の支援とともに、企業
の成長を促進する環境の整備
を支援する取組を検討する。
・既存イベントの充実と魅力
の発信に加え、まちなかのサ
ポーターやファンづくりを進
める取組を検討する。
・公民連携によるエリアマネ
ジメントを行う組織を立ち上
げ、賑わいの創出を含めた中
心市街地の活性化を着実に進
める。

商業労
政課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　17 ⑤雇用の場の創出



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

11 14 13 14 15

12 13 14

184 207 350 400 450

190 311 370

・男女共同参画社会づくり意
識啓発事業

488,927

・男女共同参画センター指定
管理料

27,000,000

くるみん認定
企業数（3月
31日現在）
（社）

13
（Ｈ28）

宮崎労働
局調べ

84

実績が目標を上
回った。

国、県及び関係団体と連携
し、ワーク・ライフ・バラン
スの普及促進や、就業環境の
改善を図るための啓発等の取
組を行った。

中小企業等の人材不足が深刻
化している中、雇用環境の改
善は雇用の確保の観点からも
重要である。

宮崎労働局との雇用対策推進
協定による取組など、国や県
と連携しながら、働きやすい
環境の整備に引き続き取り組
んでいく。

・労働環境改善啓発事業
商業労
政課

「仕事と家庭
の両立応援宣
言」を行う事
業所数（3月
31日現在）
（件）

311
（Ｈ28）

宮崎県調
べ

85

単年度の実績が目
標を上回った。

宮崎市イクボ
ス同盟加盟事
業所数（3月
31日現在）
（件）

－

9 13 17

文化・市
民活動課
調べ

86

平成２９年４月
に、「宮崎市イク
ボス同盟」を民間
５社で設立した
が、同盟企業を増
やすため、チラシ
や市ホームページ
で積極的に広報活
動を行った。

イクボス養成講座の開催や、
その魅力を伝えるリーフレッ
トを作成するとともに、「宮
崎市イクボス同盟」の加盟事
業者への活動の支援を実施し
た。

「宮崎市イクボス同盟」の認
知度が低い。

平成３０年度は、「宮崎市イ
クボス同盟」のロゴマークや
ホームページを構築する予定
であり、イクボスの周知・広
報活動の拡充を図っていく。 文化・

市民活
動課

11 ・「イクボス」推進事業 2,000,000

雇用環境の
改善

○ 官民が一体となっ
て、育児休暇や有給休暇
の取得を促進し、長時間
労働を是正するなど、
ワーク・ライフ・バラン
スの普及を推進すること
で、働きやすい環境の整
備を図る。
○ 家庭、学校、職場や
地域等における男女共同
参画の意識の啓発や人材
の育成を図るとともに、
市民や市民団体等の交流
促進や誰もが安心して相
談できる機能を備えた男
女共同参画センターを拠
点として、講座の開催や
登録団体の活動支援な
ど、男女共同参画社会の
実現に向けた取組を推進
する。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

目標値

実績値

2,470千 2,560千 2,650千 2,740千 2,800千

2,301千 2,346千 2,478千

847億 850億 860億

867.1億

6,090千 6,200千 6,400千 6,420千 6,500千

6,141千 6,391千 6,001千

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

・「宮崎で遊ぼう」観光誘客
推進事業

10,500,000

・記紀編さん１３００年記念
事業

11,727,196

・青島ビーチセンター指定管
理料

6,700,000

・青島ビーチ魅力アップ事業 16,457,741

・コンベンションセールス強
化支援事業

5,000,000

・コンベンション誘致推進事
業

22,506,473

・教育旅行補助事業 8,546,928

・外国人誘客みやざきモデル
事業

31,984,015

・関西誘客プロモーション事
業

13,675,457

・フラおもてなし誘客推進事
業

2,000,000

・青島エリア観光誘客促進事
業

15,000,000

　ブランド力の向上

■ ターゲットを明確にした上で、適切な時期に適切な場所で、関心を持たせる情報発信を行う。
■ フードビジネスや観光産業等による異業種間の連携を強化し、市域で外貨を稼ぐ取組を推進する。
■ 観光資源のブラッシュアップや魅力ある観光商品の開発等を行うとともに、広域的な観光地域づくりを推進することで、インバウンドを含めた観光客の回遊性や滞在性を高める。
■ スポーツキャンプや合宿、大会誘致を図るとともに、認知度のあるプロスポーツキャンプ等を生かし、誘客効果の高い取組を推進する。
■ 観光地や宿泊施設等での観光客の利便性を高める受入環境を整備する。
■ アフターコンベンションの充実やユニークベニューの創出等を図り、ＭＩＣＥの誘致を推進する。
■ 農畜水産物や加工品のブランド化を推進し、「食」への理解や地産地消の取組を促すとともに、国内外への販路を拡大する。

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

宿泊者数（人）
2,346千
（Ｈ28）

宮崎市観光統計

【Ｈ29実績値】
関西方面からの入込客が増加したことで、前年比5.6％増であったが、目標値との比較ではまだ十分とは
言えない。
【Ｈ28実績値】
熊本地震で４～６月の宿泊者数が落ち込んだが、国の九州ふっこう割や市の緊急観光キャンペーンにより
増加に転じた。

観光戦
略課

×

観光消費額（円）
844.8億
（Ｈ28）

宮崎市観光統計 宿泊者数が増加したことで、観光消費額が伸びている。

観光入込客数（人）
6,391千
（Ｈ28）

宮崎市観光統計

【Ｈ29実績値】
天候不良や猛暑・寒波の影響により、観光入込客は減少した。
【Ｈ28実績値】
夏季の海水浴場や県亜熱帯植物園のリニューアルなどにより増加した。

×

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

ＭＩＣＥ延べ
参加人数
（人）

83,231
（Ｈ28）

110,000 120,000 84,000 85,000 90,000

宮崎市観
光統計

87

官民一体となった
ＭＩＣＥ誘致活動
の結果、成果が着
実にでてきてい
る。

98,941 83,231 91,492

外国人宿泊者
数（人）

152,500
（Ｈ28）

133,500 150,100 166,700 183,300 200,000

宮崎市観
光統計

88

【Ｈ29実績値】
宮崎空港へのＬＣ
Ｃの就航のほか、
九州全体への外国
人観光客が増加し
ており、順調に数
字を伸ばした。

【Ｈ28実績値】
熊本地震対策の緊
急観光キャンペー
ンや鹿児島空港に
香港線のＬＣＣが
就航したことなど
により増加した。

143,500 152,500 178,400

宮崎らしさ
を生かした
取組の推進

○ 豊かな食材や恵まれ
た自然、古来から伝承さ
れてきた神話、国指定史
跡である生目古墳群な
ど、地域の特徴を生かし
た観光地域づくりを推進
し、観光資源の魅力を向
上させる。
○ 花のまちづくりの推
進拠点である「フローラ
ンテ宮崎」の運営をはじ
め、緑化重点地区や市内
各所における重点花壇等
の整備、公民連携や市民
協働の取組などにより、
回遊性があり、一年中花
と緑のあるまちづくりを
推進する。
○ 教育旅行やＭＩＣＥ
の誘致に向け、大都市圏
での情報発信を行うとと
もに、アフターコンベン
ションの充実やユニーク
べニューの創出を図り、
本市で開催されるコンベ
ンション等の開催を支援
する。
○ ターゲットを設定
し、効果的な手段でプロ
モーションや旅行商品の
造成等を行うことで、本
市の認知度や魅力を向上
させ、交流人口の拡大を
図る。

・東アジアをターゲットとし
た、旅行商品の造成支援や
クーポンを発行し誘客を行っ
た。
・観光体験メニュー「宮崎で
遊ぼうクーポン」付きの旅行
商品を造成し、滞在型観光を
推進した。
・宮崎大学と連携し、台湾留
学生による情報発信を行い、
宮崎の認知度向上を図った。
・青島を舞台としたダイニン
グアウト宮崎と連携して、宮
崎の魅力を発信し、ブランド
イメージの向上を図った。

・宿泊者数の達成度が低い状
況にあり、滞在型観光の更な
る推進が必要となっている。
・ターゲットを絞り、宮崎の
強みを組み合わせた効果的な
誘客プロモ－ションの展開が
必要となっている。

・青島エリアの新たな魅力創
出や一ツ葉エリアの大規模Ｍ
ＩＣＥ誘致などにより交流人
口を取り込み、ニシタチに回
遊させ観光消費を更に喚起さ
せる。
・“豊富な食材”“恵まれた
自然”などを生かした滞在型
観光を推進するため、魅力的
な観光コンテンツの造成や、
個人旅行客に対応した効果的
な情報発信の手法検討を進め
る。
・インバウンドの更なる取り
込みを図るため、欧米豪など
の東アジア以外の地域からの
誘客についても検討する。

観光戦
略課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・花と緑のまちづくり啓発事
業

4,108,908

・花と緑のまちづくり推進事
業

92,959,157

・花のまち「みやざき」イン
キュベート事業

1,998,000

・フローランテ宮崎指定管理
料

194,874,120

・フローランテ宮崎施設維持
事業

2,999,160

・フェニックス自然動物園運
営事業

10,003,535

・フェニックス自然動物園指
定管理料

66,765,600

・フェニックス自然動物園リ
ニューアル事業（繰越含む）

86,918,059

91

農村集落の多面的な機能や美
しい農村景観を維持・保全す
るため、話し合い活動や植栽
活動等を支援した。

地区住民の高齢化等により草
刈、植栽等の景観保全活動の
継続に不安がある。

県や総合支所、環境及び景観
担当部署、教育機関等と連携
し、ボランティア等の取り込
みを促し継続して支援を行
う。

・美しい農村景観支援事業 200,000
農政企
画課

93

　生目古墳群を会場としてイ
ベントを開催したほか、周辺
道路に案内標識を設置した。
　また、小学６年生向けのハ
ンドブックを作成し、社会科
の授業で古墳を学習する子ど
も達に、地元の生目古墳群の
存在を周知した。
　県と２市２町で県民を対象
にした古墳講座を実施したほ
か、先進地視察や研修会を
行った。

　生目古墳群の認知度がまだ
十分とは言えない。
　世界遺産登録に向けては県
などと連携しながら長いスパ
ンでの事業展開が必要であ
る。

　引き続き、生目古墳群の周
知を図るため、古墳群を会場
にしたイベントや、講演会を
実施する。
　また、生目古墳群の外観や
遺物の写真と、これまでの発
掘調査の結果を記した図録を
作成し、引き続き啓発を行
う。
　世界遺産登録に向けては、
県などと連携し、情報共有や
先進地視察を行う。

・生目古墳群世界文化遺産登
録推進事業

3,834,875
文化財
課

89

・花のまちづくりコンクール
やオータムフラワーウィーク
等を通して市民に花のまちづ
くりの啓発を行っている。
・花苗支給等のボランティア
団体支援や主要な公園・道路
に草花を植栽し、年間を通じ
て花のあふれるまちづくりを
推進している。
・企業共催による子供向け花
育講座や親子を対象とした寄
せ植え講座開催等により次世
代の人材育成を行っている。

・各地域で花のまちづくりを
推進しているボランティア団
体については、メンバーの高
齢化が進んでおり、担い手不
足や団体数の減少などが懸念
される。
・宮崎市版３６５日誕生花の
普及啓発を図るとともに、一
ツ葉エリアが有する地域資源
を有効に活用していく必要が
ある。

・花のまちづくりコンクール
やオータムフラワーウィーク
等の啓発活動により、市民や
事業者等の関心を高め、花の
あふれるまちづくりに参加す
る機運を盛り上げていく。
・誕生花を使ったフラワー
ポットづくり講座、カレン
ダー販売等により宮崎版３６
５日誕生花の普及啓発を図っ
ていく。
・花は、本市の強みの１つと
して貴重な地域資源であるこ
とから、関係課と連携しなが
ら、地域資源を活用した施策
を推進していく。
・花回遊マップ等を活用しな
がら、誕生花や花の見所の情
報発信に努めていく。

景観課

90

・フローランテ宮崎は、「花
のまちづくり推進拠点」とし
てのポテンシャルを踏まえた
施設活用について関係課と検
討を行うとともに、年間を通
して花と緑の講座や体験を実
施し、花のまちづくりを推進
した。
・動物園では、チンパンジー
舎の新築工事に着手するとと
もに、動物イベントの企画を
行い実施するほか、出張ふれ
あい動物園教室を開催するな
ど魅力創出に努めた。

・フローランテ宮崎は、花と
緑のまちづくりを進めるため
「花のまちづくり推進拠点」
としての位置付けの再検討
や、滞在性を高めるための施
設活用策を検討する必要があ
る。
・動物園においては、リ
ニューアル計画の再検討を行
うとともに、新たな展示動物
の受入を検討するなど、施設
の魅力を向上させる必要があ
る。

・フローランテ宮崎は、花と
緑のまちづくりを進める重要
な「花のまちづくり推進拠
点」として関係部署等と連携
をとり、ポテンシャルを生か
した施設活用等について検討
を進めていく。
・動物園については、動物の
展示方法も含めたリニューア
ル計画の再構築や、興味を引
くようなイベント企画や情報
発信を進めていく。

公園緑
地課

92

平成２８年度に実施した「宮
崎市ブランド調査」におい
て、本市の「食資産」は他の
資産と比較して、認知度・魅
力度が非常に高いことが分
かった。そのため、平成２９
年度は本市の食資産とレ
ジャー体験を生かした滞在型
観光メニューの構築を目指し
て、ターゲット市場の特性や
動向を把握する基礎資料を得
るためのマーケティング調査
を実施した。
また、食の魅力をウェブメ
ディアを活用して発信する事
業として、マンゴーや地鶏な
ど、特定の食材のみをＰＲす
るのではなく、観光資源とし
てのブランド化を推進する
「ニシタチ」を実際に地元で
食を楽しめる場所として紹介
し、バリエーション豊かな
「宮崎の食」と掛け合わせた
情報発信を行った。

本市の食資産は他の資産と比
較して認知度・魅力度ともに
高い状況であるとともに、認
知度が低い食資産について
も、魅力的に感じられている
ことが分かった。一方で、本
市の自然や景観を生かしたレ
ジャーについては、自然や景
観は魅力的に感じられている
ものの、宮崎で体験できるレ
ジャー自体の認知度は非常に
低い状況であることが分かっ
た。
さらに、「宮崎の食」に対す
る効果的なブランドイメージ
を獲得できていないことや、
「ゆっくりと食事を楽しめ
る」「そのときしか楽しめな
いような、旬の食材を楽しめ
る」など、国内旅行者が旅先
で期待する食の楽しみ方に
合ったイメージを獲得できて
いないことも課題となってい
る。

「宮崎の食」への効果的なブ
ランドイメージを構築し、国
内旅行者が旅先で期待する食
の楽しみ方を提供できる宮崎
市としての情報発信を行う。
また、そのブランドイメージ
をもとに、他の地域資産と掛
け合わせた誘客コンテンツを
編集し、滞在型観光メニュー
の構築を目指す。

・シティプロモーション推進
事業

14,741,698 秘書課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・ブランディング推進事業 3,612,280

・首都圏シティプロモーショ
ン推進事業

1,909,828

・みやざきフェニックス・
リーグ開催支援事業

37,000,000

・春季ベースボールキャンプ
支援事業

228,096

・プロ野球宮崎キャンプ受入
事業

70,882,920

・球春みやざきベースボール
ゲームズ開催支援事業

14,200,000

・プロ野球公式戦等開催支援
事業

2,000,000

・読売ジャイアンツ宮崎キャ
ンプ60周年記念事業

10,000,000

・トライアスロンＷ杯宮崎大
会開催支援事業

2,000,000

・三球シャトル運行支援事業 1,900,000

・アクサレディスゴルフトー
ナメント開催支援事業

5,000,000

・ゴルフマンスキャンペーン
事業

8,599,929

・プロスポーツ受入団体補助
事業

44,800,000

・スポーツ等合宿受入事業 6,400,000

・宮崎市観光協会スポーツイ
ベント補助事業

35,000,000

・東アジアリトルシニア野球
大会開催支援事業

7,000,000

・東京オリンピック・パラリ
ンピック事前合宿誘致事業

4,714,141

・スポーツ大会誘致推進事業 17,526,937

・ソフトテニスジュニアジャ
パンカップ事業

3,000,000

99

パラアスリートを招いた小中
学校での車椅子バスケット体
験型授業、相手国の食文化と
本市の食材とのコラボレー
ションによる「食」を軸とし
た文化交流事業を通じ、機運
醸成を図った。

機運醸成に向け、継続して取
り組んでいく必要がある。

ホストタウンとしての活動を
継続し、オリンピック・パラ
リンピックの機運醸成に取り
組む。

・東京オリンピック・パラリ
ンピックホストタウン事業

1,406,604
企画政
策課

94

・本市における新たなスポー
ツ産業の創出及び都市イメー
ジの向上による地域経済の活
性化の可能性に関する市場・
ニーズ調査を実施した。
・在京市人会等を開催し、宮
崎市のＰＲ活動を行った。

・本市における新たなスポー
ツ産業の創出が地域経済の活
性化やまちの賑わい創出に資
する可能性は高いが、これに
対する市民や民間事業者の理
解を深め、気運を醸成する必
要がある。
・さらなる交流人口の拡大や
観光誘客などを図るため、本
市全体の魅力発信や在京市人
会などを積極的に活用したプ
ロモーション活動が必要であ
る。

・スポーツを観る楽しみや国
内外のスポーツの成長産業化
に向けた動きを広く知らし
め、本市の新たなっスポーツ
産業創出に向けた気運醸成を
図る。
・在京市人会等の運営基盤を
整え、その組織を活用した、
首都圏在住者へのプロモー
ション活動を行う。

企画政
策課

プロ野球キャ
ンプ来場者数
（人）

494,700
（Ｈ28）

721,000 728,200 555,000 600,000 640,000

スポーツ
ランド推
進課調べ

95

目標値には届かな
かったものの、順
調に推移してい
る。

733,700 494,700 542,200

プロゴルフ
トーナメント
来場者数
（人）

36,285
（Ｈ28）

46,600 47,500 37,500 40,000 42,500

スポーツ
ランド推
進課調べ

96

天候に恵まれ、ま
た、ダンロップ
フェニックストー
ナメントにおいて
は、出場選手に恵
まれたこともあ
り、目標値を上
回った。45,670 36,285 45,783

Ｊリーグキャ
ンプチーム数
（チーム）

13
（Ｈ28）

12 12 12 14 14

スポーツ
ランド推
進課調べ

97

昨年度より１チー
ム減少したが、目
標値に対しては順
調に推移してい
る。

11 13 12

スポーツ合宿
宿泊者数
（人）

138,600
（Ｈ28）

132,800 137,100 141,400 145,000 150,000

宮崎市観
光統計

98

【H29実績値】
H30.8頃公表予定。

【H28実績値】
目標値を超えてお
り、概ね順調に推
移した。

132,400 138,600 ―

スポーツラ
ンドみやざ
きの推進

○ プロ野球やＪリーグ
等のプロスポーツキャン
プの受入態勢の充実を図
るとともに、プロゴルフ
トーナメント等のプロス
ポーツイベントの開催を
支援するなど、スポーツ
ランドみやざきの認知度
の向上と誘客の促進を図
る。
○ 温暖な気候や恵まれ
た自然、スポーツ施設な
どの良好な環境を国内外
に発信し、アマチュアス
ポーツの大会や合宿を誘
致するなど、「総合ス
ポーツ戦略都市みやざ
き」の取組を推進する。
○ プロスポーツやアマ
チュアスポーツの大会や
合宿等による誘客と、観
光資源が連携したスポー
ツツーリズムの取組を推
進する。

・プロスポーツキャンプにつ
いては、韓国プロ野球１チー
ム、Ｊリーグ１チームのキャ
ンプを新たに受け入れた。
・国内競技団体に対し、関係
団体や県と連携し合宿誘致に
向けたセールス活動を行い、
本市で初となる日本陸連男子
短距離ブロック強化合宿実施
につながった。
・アマチュアスポーツの大
会、合宿については大会運営
補助および合宿への差し入れ
補助などを通じて支援を行っ
た。

・プロ野球キャンプ継続のた
めに、球団からハード、ソフ
ト両面からの支援を要望され
ている。
・２０１９年のラグビーワー
ルドカップ、２０２０年の東
京オリンピック・パラリン
ピック大会を前に、観光誘客
を目的とした合宿誘致は自治
体間の競争が進んでいる。ま
た、施設利用についても施設
整備や、大会・合宿時期が重
なるなど確保が難しい場面が
ある。

･プロ野球キャンプ継続に向
け、球団のニーズを把握し、
可能な限り受入態勢の強化を
図っていく。
･生目の杜運動公園工事中の
Ｊリーグキャンプ継続のため
に、観光協会や宿泊施設と連
携し、受入態勢の強化を図っ
ていく。
・プロスポーツに限らず、ア
マチュア・大学のスポーツ合
宿も積極的に誘致していくた
めに、観光協会や宿泊施設等
とも連携し受入態勢の充実を
図る。

スポー
ツラン
ド推進
課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　21 ⑥ブランド力の向上



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

101

今後、オリンピックの機運を
盛り上げるための文化イベン
トや国民文化祭の開催が予定
されており、本市の文化活動
の拠点施設である市民文化
ホールでは、これまで以上に
集客を見込むことができる。
そこで、継続的な催物の開催
を実現させ、新たな交流を生
み出すために、市民文化ホー
ル大ホール舞台照明の更新工
事を実施した。

市民文化ホールは、開館から
２０年が経過し、経年劣化に
より改修が必要な箇所が多く
あるが、大規模な改修工事を
実施する際には施設の一部閉
鎖もしくは全館閉鎖が伴うこ
とがあり、利用者への影響が
大きい。

安定的な運営のため、ホール
の環境維持のために必要な改
修、改善箇所を正確に把握
し、計画的に改修を行う。

・市民文化ホール施設環境整
備事業

179,599,680
文化・
市民活
動課

4,500万 6,200万 1,800万 1,800万 1,800万 ・物産と観光展開催支援事業 4,802,512

3,888万 3,325万 1,477万

10 20 45

13

観光客受入
環境の充実

○ 国内外からの観光誘
客を図るため、観光拠点
となる公共施設の設備を
更新するとともに、ホテ
ルや旅館等が実施するリ
ノベーション、Ｗｉ－Ｆ
ｉ環境等の整備を支援
し、観光客の受入環境の
充実を図る。
○ 民間事業者が実施す
る空港等の交通拠点での
観光客の滞在性を高める
取組や、主要観光地にお
ける交通アクセスを確保
する取組などを支援し、
観光客の利便性の向上を
図る。

県外観光客の
リピーターの
割合（％）

56.9
（Ｈ28）

57.0 58.0 59.0

宮崎市観
光動態分
析調査

100

調査時期をこれま
での２月、３月に
加え、８月、１０
月、１２月と広げ
た結果、より実態
に近いデータがで
てきたものと考え
られる。

・ホテル旅館への整備補助を
実施した。
・空港を拠点に、手荷物の一
時預かりや配送を行う「手ぶ
ら観光」の推進体制を整備し
た。

・滞在型観光を推進するため
に、宿泊施設等の更なる魅力
アップが必要。

・ホテル旅館や観光地等と連
携して、施設の魅力アップや
利便性向上を図り、リピータ
の獲得を目指す。

・ホテル・旅館等施設整備推
進事業

1,817,000

観光戦
略課

69.0
・手ぶら観光周遊利用促進事
業

4,000,000

国内外におけ
る物産展の売
上額（円）

3,325万
（Ｈ28）

商業労政
課調べ

102

目標値を下回っ
た。

※宮崎の業者のみ
の売上額
※Ｈ29の目標値及
び実績値が大きく
減少している理由
としては、シンガ
ポールでの物産展
がＨ28より中止に
なったことと、姉
妹都市橿原市との
周年事業（10年ご
と）の物産展がＨ
28に開催されたた
めである。

宮崎市と姉妹都市橿原市との
合同物産展を主催する宮崎物
産協会に対して開催経費の一
部補助を行った。
・夢の森フェスティバル
　（Ｈ29.10開催）
・宮崎山形屋合同物産展
　（Ｈ30.01開催）

販路拡大のための商談会（セ
ミナーも含む）主催する団体
に対して、開催経費の一部を
補助した。
○宮崎物産協会
　・㈱髙島屋
　・国分九州㈱
○宮崎商工会議所
　（宮崎県商工会議所連合会
との合同開催）
　『第１０回宮崎県うまいも
のアピール商談会』

市職員による市場調査を行っ
た。
海外ではシンガポール、国内
においては、東京、福岡など
視察し、先進的な取組を把握
できたほか、庁内関係課で発
足した販路拡大プロジェクト
チームで検討し策定した宮崎
市産品販路拡大戦略にも反映
させることができた。

その他、福岡ソフトバンク
ホークスの日本一を祝うパ
レードと同時開催した夜市の
開催経費の補助を行った.

物産展開催については、出店
事業者の固定化により、魅力
のある商品が出品されず、消
費者の購買意欲を高められ
ず、売上増につながっていな
い。

商談会開催については、目標
値を上回り、今後も成約件数
が増える可能性があるため、
一定の有効性が示された。
課題としては、成約する事業
者が特定されているため、全
体的な商品のレベルアップが
必要と考えられる。
また、専門家等による商談後
のフォローアップが必要不可
欠である。

市場調査において、調査した
自治体も同じ課題であるが、
行政としての販路拡大支援の
あり方の難しさを再認識させ
られた。（自治体間の競争激
化、中小零細企業の販路拡大
など）

物産展開催については、姉妹
都市交流事業とし重要な位置
づけではあるため、姉妹都市
の橿原市とともに魅力ある物
産展とするよう協議を行う。
（両市に関連した事業・自治
体等との連携を研究する。例
えば、観光関連（神武東征）
との連携。）

商談会については、バイヤー
との折衝やコネクションの構
築、さらにはフォローアップ
など専門家による支援によっ
て、さらに効果的になると考
え、平成３０年度から商談会
等の事業費補助を継承し、さ
らに『販路拡大アドバイ
ザー』の人件費を補助する事
業に大幅リニューアルする予
定であった。
しかしながら、補助予定先で
あった宮崎物産協会がアンテ
ナショップを自主運営する取
組を始動し、資金的な問題か
ら急遽事業計画の取り下げを
行った。

※今後、特に団体支援（育
成）について、改めて調査研
究を行う。

商業労
政課

×

・みやざき特産品販路拡大支
援事業

2,251,241

みやざき特産
品の販路拡大
支援事業で開
催した商談会
等における成
約件数（累
計）（件）

－
商業労政
課調べ

103

目標値を上回っ
た。

※年度末の開催で
あったため、今
後、さらに成約件
数が増える見込
み。

国内外の市
場開拓

○ 商工団体等が開催す
る物産展やセミナー、商
談会等に係る取組を支援
し、特産品等の市場開拓
や販路拡大を図る。
○ 周辺の自治体や関係
団体、地域と連携して、
農畜水産物や産地のブラ
ンド化を推進するととも
に、関係団体等が行う海
外への輸出の取組を支援
し、国内外への販路拡大
を図る。
○ 農商工連携や６次産
業化で開発した商品のプ
ロモーション、県内外の
シェフを活用した食材の
ＰＲなど、官民の多様な
団体で構成するみやＰＥ
Ｃ推進機構の取組を支援
し、農畜水産物や加工品
等の消費拡大と販路拡大
を図る。

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課
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目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・みやざきどれ農産物ブラン
ド力アップ事業

9,799,000

・みやざきの伝統野菜魅力創
出事業

589,000

・みやざきの畜産物販売促進
活動事業

2,273,270

・地域特産農産物ブランディ
ング事業

600,000

・「みやざき茶」チャレンジ
産地支援事業

200,000

・農産物等海外輸出支援事業 1,963,212

・６次化商品販路開拓事業 9,621,000

・６次化商品海外販路開拓事
業

3,374,509

・みやざき食の魅力発信プロ
ジェクト事業

9,807,823

・野菜消費日本一食育推進事
業

2,314,182

農畜産物のブ
ランド認証品
の売上額
（円）

79.7億
（Ｈ28）

56億 57億 80億 80億 80億

農業振興
課調べ
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　販売額について
は、「みやざきワ
ンタッチきゅう
り」が生産量の増
加に併せて伸びた
ほか、「みやざき
ビタミンゴー
ヤー」、完熟マン
ゴー「太陽のたま
ご」も伸びた。
　一方、「みやざ
きせんぎり大根」
及び「みやざきエ
コにんじん」につ
いては減少してお
り、ブランド認証
品目の販売額全体
としては、平成２
８年度を下回っ
た。
　露地野菜におい
ては、生産量の減
少、高齢化の進展
が顕著である。

　安全・安心なみやざきの農
産物や畜産物への理解と信頼
を獲得するため、生産者やＪ
Ａ宮崎中央、行政（宮崎市、
国富町）で組織する「みやざ
き中央農産物ファン拡大事業
委員会」及び「みやざき畜産
物消費拡大推進協議会」が取
り組む大都市圏のバイヤーや
消費者へのＰＲ活動、販売促
進活動を支援した。
　次世代に継承すべき伝統野
菜である「やまいき黒皮かぼ
ちゃ」について、新技術導入
の実証試験や調査研究の取組
を支援するとともに、地理的
表示(ＧＩ)保護制度の取得を
見据えた戦略的な販売やＰＲ
活動の取組を支援した。
　地域の特色ある農産物の生
産及び産地の確立、魅力の向
上、販路拡大のための販売促
進活動などの取組を支援し
た。
　魅力ある「みやざき茶産
地」の確立を図るため、６次
産業を見据えた機械導入によ
り、付加価値を持った茶の生
産を支援した。

 ＰＲ活動や消費拡大活動
は、短期的に効果が見えにく
く、農家の所得向上につなが
る効果的なＰＲ方法を検討す
る必要がある。
　伝統野菜の生産者の高齢化
や収量の伸び悩み等により
年々生産量が減少しており、
生産を途絶えさせない産地の
維持を図る必要がある。
　産地が小規模なため安定供
給のための生産体制が十分で
ない。また、知名度が低いた
め、産地などの情報がバイ
ヤーや消費者に伝わりにく
い。
　全国的なリーフ茶の需要低
迷や荒茶市場価格の低迷によ
り、茶生産者は厳しい経営を
強いられている。宮崎市産茶
は知名度が低いためにブレン
ド材料として用いられること
が多く、取引価格低迷の一因
となっている。

　「みやざき中央農産物ファ
ン拡大事業委員会」や「みや
ざき畜産物消費拡大推進協議
会」の取組を引き続き支援す
るとともに、みやざきの農畜
産物の消費拡大やブランド化
の推進に努める。
　実証試験や調査研究による
高収益化や高品質化に取り組
むとともに、カット加工など
の商品開発を進め販売先の拡
大を図り、生産者の所得向上
を推進する。
　販売促進活動とともに、加
工品開発の提案などのプロ
モーションを展開する。
　フレーバーティーの製造や
知名度向上の取組により、生
産者の所得向上を推進する。

農業振
興課

×

57.2億 79.7億 70.8億
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(1)農産物の販路拡大・ブラ
ンド力の向上
・各団体、協議会等と連携
し、プロスポーツキャンプや
関西・関東で開催される宮崎
フェアの機会を通じ、試食宣
伝や即売会を実施し、ＰＲ活
動を行った。
・国内外での商談会の開催や
県内外のホテル・飲食店との
連携による旬の食材を活用し
たメニューの開発などを支援
した。
・伝統野菜等の特産品のブラ
ンディングや特産果樹の品質
向上に資する資機材導入等に
ついて支援した。
(2)農産物等の海外輸出
・ＪＡや事業者等が行う宮崎
市産農産物等の海外輸出の取
組を支援するとともに、みや
ＰＥＣやＪＡと連携し、海外
での商談会やフェア等のプロ
モーションを展開した。
(3)食育・地産地消の推進
・食育・地産地消に関する基
本的な目標と施策について、
全庁的な取組の方向性を定め
るため「第３次宮崎市食育・
地産地消推進計画」を平成３
０年３月に策定した。
・平成２９年１２月「食育・
地産知ショーinみやざき２０
１７」を市民プラザで開催、
『ＭＶＰ３５０』のスローガ
ンの下、関係機関が連携し、
市民への啓発に努めた。
・ＮＰＯや学校等が行う食育
活動への支援や、地元農産物
等の学校給食メニュー化に併
せて、生産者等を講師に食育
講座を行った。

(1)農産物の販路拡大・ブラ
ンド力の向上
・多様化する消費者ニーズへ
の対応として、品目ごとの販
売戦略と生産振興の再構築が
課題である。
特に、本市の代表的なブラン
ドであるやまいき黒皮かぼ
ちゃや高岡文旦は、生産者の
高齢化や収益の低さから、産
地の縮小が顕著に見られ、早
急な振興対策が必要である。
(2)農産物等の海外輸出
・東アジアや東南アジアを中
心に、輸出実績は着実に伸び
ているが、今後一層の海外販
路拡大を図る際、ＨＡＣＣＰ
等の食品安全基準や国際準拠
ＧＡＰ等の生産工程管理が求
められるが、市内の取組は、
遅れをとっている。
(3)食育・地産地消の推進
・ＭＶＰ３５０を基本目標と
した「第３次宮崎市食育・地
産地消推進計画」評価のため
の野菜摂取に関する現状値把
握ができておらず、取組後の
アウトカムが捉えにくい。
また、出前講座やセミナー等
のイベントを通じて、取組周
知に努めているが、関心のな
い方をどう巻き込んでいくか
が課題となっている。

(1)農産物の販路拡大・ブラ
ンド力の向上
・庁内各部局及び関係団体と
の連携強化やみやＰＥＣ事業
による販路拡大・魅力の発信
を引き続き実施すると共に、
産地の維持発展のため、生産
基盤の整備に取り組む。特に
本市ブランドを代表する「や
まいき黒皮かぼちゃ」は、生
産減少に歯止めをかけるため
の取組を進める。
・県の商品ブランド認証制度
の活用や、健康認証・機能性
表示等の新たな切り口に着目
したブランドの品目拡大に取
り組む。
(2)農産物等の海外輸出
・日本食ブームを背景とした
量販店仕向けに加え、飲食店
等への「ＢtoＢ」での輸出拡
大の取組を支援する。
・定期的な輸出ルートが確立
したシンガポールを拠点に、
東南アジア方面での輸出拡大
を推進する。
・海外での農産物等の取引
ルールや安全基準、輸出条件
についての研修会を行い、生
産者や事業者の掘り起こしを
行う。
(3)食育・地産地消の推進
・全市民向け食育推進に関す
るアプローチ手法についての
分析を行うため、食育に対す
る意識や野菜摂取に関する実
態を把握する調査事業に取り
組む。

農政企
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　23 ⑥ブランド力の向上
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H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価
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　大根やぐらのライトアップ
等のイベントを通じて、多様
な主体、多くの市民に日本農
業遺産とその認定に向けた取
組を周知した。
　また、協議会のシンボル
マークを決定することによ
り、地元から親しみをもてる
ブランド化に向け取り組ん
だ。

　日本農業遺産に向けた取組
は、多様な主体、多くの市民
への周知が必要となり、認定
後は日本農業遺産を風化させ
ない保全計画、体制づくりが
必要となる。

　日本農業遺産に向けた取組
をより認知してもらうために
様々な活動やイベントを通じ
て、多様な主体、多くの市民
に周知する。
　また、各主体が連携、連動
する体制を構築し、風化させ
ない保全計画、体制づくりに
ついての具体的な対策等を検
討する。

・日本一干し大根やぐら日本
農業遺産認定推進事業

5,000,000
田野・
農林建
設課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　24 ⑥ブランド力の向上



宮崎市地方創生総合戦略　重点目標及びＫＰＩ（重要業績成果指標）等実績評価シート

重点項目
基本的
方向

H27 H28 H29 H30 H31

38.0 38.2 22.4 23.9 25.4

38.0 25.3 22.4

A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

26.0 27.0 44.8 45.0 45.0

24.3 45.9 44.8
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施設情報の「共有化・一元
化・見える化」を図るため、
宮崎市公共施設経営システム
を運用。
平成２９年度は個別施設計画
である「宮崎市公立公民館等
整備及び長寿命化計画」の策
定支援を行った。

「投資の厳選」により、「最
適な量」の施設を保有すると
ともに、改修や建て替え、更
新の周期を長期化する「長寿
命化」を図る必要がある。

施設の特性に応じて、具体的
な取組となる個別施設計画を
順次策定し、その進捗や成果
を検証しながら計画を着実に
推進する。

・公共施設経営システム運用
事業

586,908
資産経
営課
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ＥＳＣＯ事業で改修した設備
について、管理事業者やＥＳ
ＣＯ事業者のアドバイスを基
に運転管理を行った結果、大
幅な削減効果がみられた。

省エネ・省コスト効果を継続
して達成していく必要があ
る。

引き続きＥＳＣＯ事業者と連
携を図りながら設備の効率的
な運転管理を行う。 ・宮崎市総合福祉保健セン

ター等ＥＳＣＯ事業
8,834,400

福祉総
務課

110

・平成２９年度から事業をＰ
ＦＩ方式に移行し、民間事業
者の技術やノウハウを生かし
た取り組みにより、申請件数
が前年度の１０６基から１８
１基へと増加するなど、期待
通りの成果が得られている。
・事業をＰＦＩ方式に移行し
たことにより、申請から使用
開始までの期間が短縮され、
住民の利便性が向上した。

・年間の目標設置基数（１５
０基）は達成できなかった
（１４５基）ため、引き続き
ＰＦＩ事業者と連携し、非水
洗化世帯（し尿くみ取り世
帯・単独処理浄化槽設置世
帯）に対する合併処理浄化槽
への転換に向けた啓発と意識
の醸成を図る必要がある。

・ＰＦＩ方式への移行初年度
は、概ね順調なスタートを切
ることができている。今後も
目標とする設置基数を達成す
るために、住民のニーズを的
確に把握するとともに、ＰＦ
Ｉ事業者と十分に連携を図り
ながら普及促進に努めてい
く。
・合併処理浄化槽の整備促進
に加え、既存浄化槽の適正な
維持管理に対する意識の醸成
を図り、公共用水域の水質保
全に努めるものとする。

・公設合併処理浄化槽整備推
進事業（ＰＦＩ）

197,101,811
廃棄物
対策課
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市町界に係る国道の整備促進
を各市町村と合同で要望し、
平成３０年度の道路整備予算
を確保した。

・各事業完了時期の前倒し

・国道以外に必要なインフラ
整備等の研究

・引き続き、各市町村と連携
して促進を図る

・各市町村との情報交換を図
る。

・インフラ整備等に係る情報
交換

土木課

　広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備

■ 都市機能の維持・強化を図るため、インフラの長寿命化、公共施設の総量の適正化や質を向上させる取組を推進し、民間活力を最大限に生かした管理運営を行うとともに、公民連携による公的資産の利
活用を図る。
■ 都市拠点間を結ぶ陸・海・空路における移動手段を確保するとともに、生活機能を維持していくため、地域の多様な主体が連携し、路線バスの維持やコミュニティバスの運行など、地域における交通
ネットワークを構築する。
■ コールドチェーンを踏まえ、トラック輸送におけるネットワークの構築を図るとともに、モーダルシフトを推進することで、物流体制を確保する。
■ フェリー貨物における新たな需要を開拓し、食糧供給基地としての宮崎港の機能強化を図る。

目標値

実績値

目標値

実績値

重点目標
現況値

(H30.3改訂時) 出典等 実績値に対する説明 担当課 評価

「公共交通の利便性が確保されている」と思う人
の割合（％）

22.4
（Ｈ29）

市民意識調査
通勤時間帯の路線バスの定時運行に一定の評価があるものの、公共交通全体の利便性については評価が低
い。

企画政
策課

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

都市機能の
集約化

○ 公共施設やインフラ
等の利用需要の変化を踏
まえ、宮崎市公共施設等
総合管理計画に基づき、
更新や統廃合、長寿命
化、今後増大する維持管
理費の低減など、公共施
設の最適な配置や運営に
向けた取組を推進すると
ともに、地域経済の活性
化を図る観点から、関係
機関や民間との連携によ
るインフラ等の整備のほ
か、公的資産の利活用を
検討し、財政負担の軽減
や平準化を図る。
○ 本格的な人口減少・
超高齢社会の到来を見据
え、医療・福祉施設等の
適正な配置を誘導し、日
常生活に必要となる公共
サービスが身近に存在す
る都市構造を目指す。

「良好な市街
地が整備さ
れ、都市機能
がコンパクト
にまとまって
いる」と思う
人の割合
（％）

44.8
（Ｈ29）

市民意識
調査
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線引き制度や用途
地域等のこれまで
の都市計画が有効
に機能している。

平成２９年度末に都市計画マ
スタープランを改定し、「多
拠点ネットワーク型コンパク
トシティ」と称した都市構造
を目指すこととした。これを
具現化するため平成３０年度
より立地適正化計画策定に着
手する。

人口減少社会においても、一
定の人口密度を維持するた
め、集約型都市構造へ転換す
ることに対する市民の理解が
課題である。

都市計画マスタープラン改訂
時に実施した「都市構造に関
する基礎調査及び課題の分
析」及び市民アンケートの結
果等を踏まえ、立地適正化計
画の策定を推進していく。

・立地適正化計画策定の検討
都市計
画課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの

 　25 ⑦広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備



A B C D E F G H I J K L M N O P Q R S

H27 H28 H29 H30 H31

担当課

H29決算見込額（円）

目標値

実績値

主要施策 施策の概要 ＫＰＩ
現況値

(H30.3改訂時)
出典等 No. 実績値に対する説明 主な取組の内容及び成果 課題 課題を踏まえた方向性

主要施策に関連する事務事業など
※下線付きは都市圏ビジョンに位置付けられている事業

評価

・東九州自動車道ＳＡ・ＰＡ
活用ＰＲ事業

1,516,199

・総合交通対策事業（宮崎空
港振興協議会）

2,577,000

・コミュニティバス運行補助
事業

9,449,000

・地方バス路線存続支援事業 32,605,000

・宮崎港振興協会運営事業 1,000,000

・宮崎港物流戦略支援事業 288,519

・宮崎港物流活性化支援事業 898,560

・長距離フェリー輸送力強化
対策支援事業（貨物分）

5,000,000

主要バスター
ミナルにおけ
る路線バス乗
降客数（人）

1,445千
（Ｈ28）

1,457千 1,479千 1,449千 1,454千 1,459千

企画政策
課調べ

112

外国人個人旅行者
の増加やエアライ
ンの新規就航及び
増便により、空港
へアクセスする路
線や日南飫肥方面
への路線の利用者
が伸びている。

・長距離フェリー輸送力強化
対策支援事業（旅客分）

1,652,661

1,394千 1,445千 1,502千

・宮崎ブーゲンビリア空港国
際航空便利用促進事業（国際
航空便集中送客支援事業、国
際定期便路線維持・充実事
業）

3,922,700

宮崎空港路線
利用者数
（人）

3,061千
（Ｈ28）

2,910千 2,960千 3,070千 3,070千 3,100千

企画政策
課調べ

113

国際便の増便やＬ
ＣＣの新規就航に
より大幅に利用者
数が増加した。

2,990千 3,061千 3,180千

フェリー旅客
数（人）

178,623
（Ｈ28）

173,000 179,000 180,000 185,000 189,000

企画政策
課調べ

114

天候不良の欠航の
影響を除き概ね順
調

・地域公共交通網形成計画策
定の検討

177,737 178,623 177,872

物流体制の
整備

○ 関係機関や関係団体
等と連携して、宮崎港の
定期航路や宮崎空港の国
際航空を利用する輸送に
要する費用の負担を軽減
するなど、港や空港を活
用した物流の活性化を図
る。
○ トラック輸送におけ
るネットワークの構築を
はじめ、フェリーや鉄道
へのモーダルシフトの推
進など、物流の活性化に
向けた取組を検討する。

宮崎港の取扱
貨物量（ト
ン）

7,535千
（Ｈ28）

7,800千 7,938千 7,610千 7,686千 7,762千

企画政策
課調べ

115

天候不良の欠航の
影響を除き概ね順
調

貨物量の季節変動が大きく、
冬場の貨物需要を見据えた大
型化を求める声がある一方
で、物量の落ち込む夏場の対
策を行い、冬場との変動格差
是正の対策を支援した。長距
離フェリー航路の活用は、今
後ますます進展していくこと
が予想されているが、老朽化
ため、貨物量への対応、燃費
効率化、旅客ニーズなどに応
じた新船リプレイスにむけた
新会社支援も行うこととし
た。

長距離フェリーの活用はドラ
イバーの労働環境改善、モー
ダルシフトなど、「地産外
商」を進めていくうえでも必
要不可欠な輸送手段となって
いるが、さらに効率的な輸送
手段の拡大を図る必要があ
る。
　宮崎港、宮崎空港につなが
る周辺道路整備の進捗、有料
道路の無料化の実現など物流
ルートの利便性の向上に関係
機関あげて取り組む必要があ
る。

・効率的輸送手段の確立な
ど、フェリーやトラック輸送
事業などの関係事業者との意
見交換や検討を行いながら、
効果的な取組を着実に推進し
ていく。
・市内外の事業者、関係機関
と連携し広域的なネットワー
クの構築に取り組み人流・物
流の活性化に努めていく。
・長距離フェリーの貨物需要
における季節変動を解消させ
る等の貨物対策支援を行って
いく。

企画政
策課

7,280千 7,535千 7,536千
・宮崎ブーゲンビリア空港国
際航空便利用促進事業（国際
航空貨物輸出支援事業）

468,625

広域公共交
通網の構築

○ 団体利用の支援や関
係機関と連携したＰＲ等
により、宮崎港や宮崎空
港の利用を促進し、国内
外からの入込客数の増加
を図る。
○ 官民が連携して、日
常生活やビジネス、観光
等の主要な交通機関とな
る鉄道や路線バスの運行
を維持するため、利用促
進に向けた啓発活動など
に取り組むとともに、地
域の多様な主体が運営す
るコミュニティバスやデ
マンド交通の運行を支援
するなど、市域における
日常生活に必要な交通手
段の確保を図るほか、今
後の利用需要の変化を踏
まえ、公共交通網の再構
築による広域的な交通
ネットワークの形成を検
討する。

・コミュニティバスやデマン
ド交通の運営支援に取り組む
とともに、バス路線について
は、地域間幹線路線ごとの生
産性の向上のため、路線をま
たぐ市町及び事業者で広域的
に利用促進に取り組んだ。
・空港については、２９年度
においても関係機関と連携
し、韓国便の冬季週5便化、
台湾便の週３便回復、ＬＣＣ
成田線就航に取り組み、さら
には韓国のＬＣＣ就航により
便数が増加し、平成２８年度
の３００万人突破から更に増
加した。さらに、空港ビルで
は民間投資による改修工事、
外貨両替機の設置など、空港
の受入環境整備も整いつつあ
る。

・民間投資が投入され環境整
備が進むこの機会に本市にお
ける「空港の地理的優位性」
を強化し、国内外への効率的
な航空ネットワークの維持・
充実対策に取組む必要があ
る。
・長距離フェリーは、現船の
老朽化により、新船導入の検
討が進むなか、船体の大型化
（貨物）、個室化（旅客）に
備え収益向上にむけた支援対
策を講じていく必要がある。
・市域内の高齢者や障がい者
などの交通弱者、更には交通
不便、空白地域など、将来的
な利用需要を踏まえた持続可
能な交通体系のあり方検討。

・宮崎空港振興協議会や観光
協会、関係事業者と連携し事
業の役割分担を明確にし、効
果的に利用率を向上させる増
便支援やＰＲに取り組み、路
線の維持に努める。
・宮崎港を拠点とした物流活
性化策を関係各者と共有する
とともに、時勢に応じた活性
化策を随時検討しながら取り
組む。
・市域内における通学や買い
物など日常生活に必要な交通
手段を維持するとともに、高
齢者や障がい者などの交通弱
者、交通不便、空白地域など
多岐に渡る課題を整理し、持
続可能な交通ネットワークの
形成についての検討をすすめ
ていく。

企画政
策課

※重点目標及びＫＰＩの欄のうち、太枠網掛けのあるものは、「みやざき共創都市圏ビジョン」に設定している重点目標及びＫＰＩと共通の指標
※評価の欄に「×」印があるものは、「順調ではない」と評価したもの
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